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第三回産業保安基本制度小委員会/カーボンマネジメント小委員会 

 

日時 令和５年 11月 28日（木）8：00～10：47 

場所 オンライン（Teamsによる参加） 

 

１．開会 

 

○羽田燃料環境適合利用推進課長 

 おはようございます。 

 定刻になりましたので、会議を開催いたします。委員の皆様におかれましては、ご多忙の

ところご出席くださり、ありがとうございます。本日の会議は、全面オンラインで開催いた

します。 

 第三回では、第二回と同様、2030 年ＣＣＳ事業化に向けて考慮すべき事項や、ＣＣＳの

制度整備の在り方について、より具体的に検討をするために関係者からヒアリングを行う

とともに、ＣＣＳにおける保安の考え方や海底下ＣＣＳ制度専門委員会における検討状況

についてご議論いただきます。 

 この合同会議は、山田座長と大橋社長に共同座長を務めていただいておりますが、本日は

大橋座長に以降の議事進行をお願いいたします。 

 それでは、大橋座長、よろしくお願いいたします。 

 

２．議事 

 （１）ヒアリング 

 （２）ＣＣＳにおける保安の考え方 

 （３）海底下ＣＣＳ制度専門委員会における検討状況について 

 

○大橋座長 

 皆さん、改めまして、おはようございます。本日、早朝からご参集いただきまして、あり

ございます。 

 早速ですけれども、議事のほうを進めさせていただきたいと思います。 

 議事の公開について一言なのですが、本日の会議、ＹｏｕＴｕｂｅの経産省チャンネルで

生放送をさせていただきます。 

 本日の議事では、ゲストスピーカーのご発表と事務局からの資料説明をまず行わせてい

ただいて、その後、委員の皆様方から説明の全体に関してご意見をいただくという段取りで

進めさせていただきたいと思います。 

 それでは、資料３～６について、各ゲストスピーカーよりのご発表をお願いしたいと思い

ます。 
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 初めに、エネルギー・金属鉱物資源機構の赤井様より、資料３に基づいてご説明のほうを、

15 分ほどお時間をいただけるということですので、ご準備がよろしければお願いできます

でしょうか。 

○赤井様 

 よろしくお願いします。私、ＪＯＧＭＥＣ、ＣＣＳ・水素事業部地下技術課の赤井と申し

ます。 

 まず、このスライドです。本日は、弊機構よりＣＯ２地中貯留メカニズムとリスクマネジ

メントについてご紹介させていただきます。次の資料をお願いします。 

 本日のご報告内容について、初めに１ポツとして、ＣＯ２地中貯留のメカニズム、技術的

なメカニズムについてご紹介いたします。 

 その次、２ポツ目として、事業者によるリスクマネジメントの方法について説明いたしま

す。ここでは、まず初めに２－１として、どういうようなリスクがＣＣＳ事業にあり得るか

といったところでリスクの類型分類。次に、そういったリスクをどう評価していくかという

ところで、２－２として地下の評価ワークフロー。そして次の２－３というのは、この地下

のワークフローでは、まずは適切な場所のＣＯ２貯留サイトを選定するわけですが、選定前

のところの選び方が２－３で、選定された後、どのようにリスクマネジメントをしていくか

というのが２－４です。最後に、３ポツとして、ＣＯ２貯留事業をどのように終結して、管

轄当局に移管していくかといったところを、事例紹介とともにご紹介させていただきます。

次の資料をお願いします。 

 まず初めに、ＣＯ２の貯留メカニズムについてです。冒頭に掲げていますように、貯留メ

カニズムには主に四つございます。一つ目は構造性トラップ、次が残留ガストラップ、溶解

トラップ、鉱物トラップがございます。これらは異なる時間スケールで進行していきます。 

 その進行は、構造性ガストラップ、残留ガストラップ、この二つを合わせて物理トラップ

と呼ぶのですが、これが比較的速く、後ろの溶解トラップ、鉱物化トラップ、この二つを合

わせて化学トラップと呼ぶのですが、これが比較的遅く進行していくと。物理トラップより

も化学トラップのほうが貯留が安定しているため、すなわち時間の経過とともに貯留は安

定化のほうへ向かうと言えると思います。 

 ここでトラップという聞き慣れない言葉が出てきますが、トラップとは石油探鉱で使用

されてきた用語で、本来、流動性を持って動くことができる油やガスなどが、地質構造が織

り成すわなにはまって動けなくなると、トラップにはまって動けなくなるといったところ

が語源となって、トラップと来ています。一番いい略語は貯留と、構造性貯留、残留ガス貯

留なんかがぴたっとはまる略語かと思います。 

 四つのメカニズムについて図に示すのが左下の図です。図の左に配置された圧入井から

図中の中ほどに水色で示されたところ、これが貯留層になるのですが、ここへ向かってＣＯ

２が圧入されます。貯留層内の岩石は、初め地層水、塩水です。塩水で満たされているので

すが、そこにＣＯ２が圧入されていきます。ＣＯ２は、周囲にある地層水、塩水よりも密度が
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軽いため、浮力の影響により上昇していきますが、図中の茶色で示される緻密な岩石からな

る遮蔽層、上にある茶色の部分の遮蔽層には侵入していくことができないため、遮蔽層の下

部に沿って上方へ移動していきます。このようにして遮蔽層と貯留層からなる構造が、例え

ばお椀を逆さまにしたような閉じた構造をしている場合、そのお椀の内側にトラップされ

ます。これを構造性トラップと呼びます。 

 この構造の上方へ向かってＣＯ２が移動していく過程で、その移動経路の背後に小さなバ

ブル状のＣＯ２がトラップされていきます。図で言うと、図中の薄紫色で示される部分です。

この小さなバブル状のＣＯ２は、界面張力により岩石の空間、孔隙内、空間内に保持されて

いるため動くことができない、流動性がなく安定的にトラップされます。これを残留ガスト

ラップと呼びます。 

 一方、これら構造性トラップと残留ガストラップ、合わせて物理トラップと呼びますが、

これのほかにも化学的にトラップされる化学トラップというのもございます。それが、まず

溶解トラップから。ＣＯ２の一部は地層水にも溶け込みます、炭酸水のような状態です。こ

れを溶解トラップと呼びます。ＣＯ２が溶解した地層水は、周囲のＣＯ２が溶けてない地層

水よりも比重が重いため、図中の明るい青色で示されているように、下に向かって密度対流

が生じます。このようにして基本的に溶解したＣＯ２は下方に向かって移動するため、地表

に向かう動きもなく、安定的にトラップされていると言えます。 

 最後に、ＣＯ２が溶解した地層水が、岩石鉱物、ミネラル自身と化学反応と起こし、岩石

鉱物の一部として安定的に固定されます、これを鉱物化トラップと言います。鉱物化トラッ

プでは、安定的に固体としてトラップされているので、もう動けなくなっているということ

になります。 

 右図が、これら四つのトラップメカニズムの経時変化を示します。横軸に圧入を止めてか

らの経過時間、縦軸に各四つのトラップメカニズムの寄与割合を示します。ここにあります

ように、圧入停止直後、左側は構造性トラップや残留ガストラップの物理トラップが卓越し

ます。しかし、時間の経過とともに、より安定的な溶解トラップや鉱物化トラップの化学ト

ラップメカニズムに変化していくのが分かります。 

 このような貯留メカニズムによって、ＪＣＣＳ様の調査によりますと、これまで日本近海

の 11地点において、約 160億トンの貯留可能量が評価されているというところです。次の

スライドをお願いします。 

 次に、トラップされるＣＯ２自体の流体の特徴、ＣＯ２という流体性状についてです。ま

ず、一つ目の特徴として、ＣＯ２は低い臨界温度・圧力を有するというのが特徴です。31℃、

7.4Ｍｐａ、これを超えるとＣＯ２は気体でも液体でもなく、超臨界状態という超臨界相とし

て存在します。 

 超臨界状態とはどんな状態かと言いますと、液体のような高い密度と気体のような低粘

性、低粘度、高拡散性を有するというところが特徴です。気体と液体の中間的性状を示すと

いうのが超臨界状態です。このため、例えば深度 800～1,000ｍ以深の、より深い地下の温
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度・圧力を利用してＣＯ２を超臨界状態にすることで、高効率な貯留が可能になります。 

 特に密度が重要で、下の表に示すように、地表条件では、１気圧、15℃では、そのＣＯ２

の密度は 1.87ｋｇ/ｍ３、１ｍ３当たり 1.87ｋｇなのですが、これが地下の 200 気圧、90℃

という条件に行くと、540ｋｇ/ｍ３になります。したがって、割り算をすると、地上の 289

倍も圧縮して、高効率に貯留できるということになります。次のスライドをお願いします。 

 最後に、ＣＯ２貯留場を構成する地下地質についてです。端的には、遮蔽層と貯留層のセ

ットを見つけてきてくださいと、これが重要になってきます。 

 じゃあ、その貯留層、遮蔽層とは何かといったところで、貯留層とはＣＯ２をためること

ができる、大きな砂粒子の間に厚生される大きな孔隙を有する岩石です。例えば、その孔隙

の大きさは 10μｍなんていう大きさになります。貯留層としては、十分な貯留容積と高い

浸透性を持っていることが望ましいとされます。 

 一方、遮蔽層とは何か、ＣＯ２の上部移動に対する蓋となるような緻密な岩石です、緻密

なほうがいいです。その孔隙の大きさは、例えば 10ｎｍとかが一般的です。したがって、

上の 10μｍと 10ｎｍを比較すると、貯留層よりも 1,000倍小さな空間を持っているという

ことになります。これによって、浸透性も極端に低いため、ＣＯ２の上部移動に対してバリ

アとなります。このような地層を見つけることによって、地下貯留が可能となります。次の

スライドをお願いします。 

 ここからは貯留事業におけるリスクマネジメントについてです。まず、冒頭、ここではリ

スクを六つに分類します。ＣＯ２の地中貯留の国際規格であるＩＳＯ27914 では、下の左側

の表に示すように、六つの事業が適合すべき要件の観点から、潜在的な脅威を検討し、リス

クの特定を行うこととしています。 

 その六つというのは、Ｎｏ．１～６と打っていますが、簡単に言いますと、１番が貯留容

量、２番が圧入レート、３番が貯留サイトの封じ込め能力、４番が誘発地震を起こさないか、

５番が貯留サイトは技術的に管理可能か、６番が貯留事業がＨＳＥに適合できるかという

六つの観点となります。 

 そして、右側に示すのが、ＤＯＥなんかのドキュメントでも紹介されている、リスクプロ

ファイルの経時変化の一般的な考え方です。初めに、ＣＯ２の圧入が開始されるとともに、

リスクがだんだんと増大していきます。その後、あるところで、圧入中のあるところで一定

の水準に達して、頭打ちとなって推移していきます。圧入停止とともにリスクは減少に転じ

て、その後、時間の経過とともに減少し続けると、こういったリスクプロファイルを一般的

に想定します。次のスライドをお願いします。 

 それでは、事業者が、そのようなリスクについてどのように対応するかについて、ここで

紹介します。ここに右下に示すような地下評価のワークフローを用いて、事業をリスクマネ

ジメントしていくわけですが。これは米国のＤＯＥが提唱しているワークフローで、一般的

に事業者によって利用されているものと言えます。 

 まず、右上の①と示す貯留サイトスクリーニング・選定を通じて、貯留事業に不適切なエ
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リアを除外して、適切なエリアを選定します。この段階で、既に事業リスクは大幅に低減さ

れています。 

 次に、下へ行って、②、③、④、⑤と示すワークフローをぐるぐると継続して回しながら、

絶えず継続して事業仕様の最適化と同時に、事業リスクの最小化を図ります。 

 以降のスライドでは、この①の貯留サイトスクリーニング・選定、②貯留サイトキャラク

タリゼーション、③モデリング、シミュレーション、④リスクマネジメント、⑤モニタリン

グについて説明していきます。ポイントのみ簡単に触れさせていただきます。次のスライド

をお願いします。 

 まずは、一番初めの貯留サイトスクリーニング・選定についてです。二つに分けて説明し

ます。 

 まずは、貯留サイトスクリーニングから。サイトスクリーニングにおいては、例えば大き

な断層であったり、過去に活発な地震活動がありますとか、あまり良好な貯留層性状が期待

できないエリアといった、貯留サイトとして不適切なエリアを除外していきます。もうこの

時点で、事業リスクは大幅に低減しております。 

 その後、貯留サイト選定の段階に行って、貯留サイト選定においては、この中の下の段の

青色で示すように、貯留容量、圧入性、遮蔽層が封じ込めることができるかという封じ込め

能力、そして井戸などの健全性の観点、この４要素に着目して適切なサイトを選定します。 

 右にありますように、まず、広域なところから評価していき、広域なところを概査してい

き、どんどん絞っていって、限定的な領域に対して精査をかけていくといったような考え方

で作業を進めていきます。次のスライドをお願いします。 

 以降は、貯留サイトが選定された後の状態なのですけれども、じゃあ、その選定されたサ

イトに対して、貯留サイトキャラクタリゼーションというものをします。貯留サイトキャラ

クタリゼーションは何かといいますと、選定された候補サイトを体系的に精査し、地下地層

内での岩石物性の分布を評価し、モデル化していきます。右の図面にあるように、これは地

下の様子を示しているのですが、地下にどんな岩石が広がっているかというのを評価して、

モデル化していくというのが貯留サイトキャラクタリゼーションになります。 

 複数のデータ、例えば坑井で取得されたデータ、あとは坑井掘削時に地下から回収された

岩石コアの岩石サンプルの分析データ、あと最後、地震探査データなんかを組み合わせて、

地下地質に係る不確実性を低減し、理解を進めていきます。次のスライドをお願いします。 

 次に、モデリング及びシミュレーションの段階に行きます。ここでは、構築した貯留層モ

デル、地下の地層内の状態をモデル化したものを用いて、ＣＯ２を地下に圧入していくシミ

ュレーションを実施します。 

 この実施目的は、まず、矢羽根の一つ目にあるように、計画段階では最適なＣＯ２圧入計

画を立案したり、長期の安定性を評価していきます。 

 ２ポツ目、実際圧入が始まって、ＣＯ２圧入中においては、次に示すモニタリング等によ

り得られた情報とシミュレーションの結果を比較検証し、この貯留層キャラクタリゼーシ
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ョンの精度をどんどん向上していきます。モニタリングとシミュレーション結果を比較し

て、ずれがあれば修正して、合わせていくという作業を繰り返して、どんどんとシミュレー

ションやモデリングの精度の向上を行っていきます。このようにしてモニタリング結果と

よく整合したシミュレーションモデルを用いることで、例えば 100 年とか 1,000 年以上と

いった、圧入ＣＯ２の長期の安定挙動の評価が可能となります。次のスライドをお願いしま

す。 

 次に、リスクマネジメントです。リスクマネジメントにおいては、これまでのキャラクタ

リゼーションやシミュレーションを通じて得た地下の知見を基に、事業の実施を通じて想

定されるリスクを評価・分析します。その評価・分析の結果に基づいて、リスクシナリオの

発生確率を低減するように事業仕様を変更したり、モニタリングを実施するなどの対策を

講じます。 

 特に注意すべきリスクとしては、左側に示しているように、漏洩リスクに対しては、まず

は遮蔽層の保持圧力以上に圧力が上昇して、遮蔽層の上部へ抜けてしまうとか、断層を介し

てリークしてしまうとか、遮蔽層が途切れているところからリークしてしまう、あとは既存

坑井を介してのリーク、こういった考えられるシナリオを検討して、そのリスクの発生確率

を評価し、低減できるのであれば、その発生確率を低減しますし、低減が難しい場合はモニ

タリング実施などの対策を講じることになります。次のスライドをお願いします。 

 最後に、モニタリング・検証・報告となります。主に三つの目的を持ってモニタリングを

行います。 

 一つ目は、ＣＯ２が漏洩することなく貯留されていることを確認するためです。その結果

は、貯留量の検証・報告に利用されます。 

 二つ目は、先ほどのリスクマネジメントによって同定されたリスクが顕在化する方向に

向かってないことを確認するためのモニタリングです。 

 最後に、三つ目は、モデリング精度向上に資するデータを取得するためです。その結果は、

モデリング及びシミュレーションと連動させ、その精度向上に利用します。次のスライドを

お願いします。 

 最後に、三つ目のトピックスとして、ＣＯ２地中貯留事業の終結とその後の対応について

です。先ほどと同じ図面の右図の（５）圧入停止後においても、一定期間、事業者によって

モニタリングが継続されます。この期間を通じて、事業者は長期にわたりＣＯ２が地下に安

定的に封じ込められていることを確認して、管轄当局に責任移管し、サイトを閉鎖します。

これは星印のところです。 

 責任移管後の管轄当局の対応は、（６）で示すものとしては、リスクは十分に低下されて

おり、実施すべきモニタリング内容も限定されると考えられ、事業者のワークフローとは異

なる管理が想定されます。 

 以降のスライドでは、海外事例において、事業者と管轄当局がコミュニケーションをしな

がらモニタリング計画やサイト閉鎖計画を最適化し、その計画内容や実施計画が最適化さ
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れた事例を紹介します。まず、次のスライドをお願いします。 

 一つ目は、カナダ、アルバータ州の陸上のＳｈｅｌｌが行うＱＵＥＳＴ ＣＣＳの事例で

す。オペレーターのＳｈｅｌｌは、管轄当局に対して、ごめんなさい、これは 2015年から

圧入を行っていますが、Ｓｈｅｌｌは管轄当局に対してモニタリング計画やサイト閉鎖計

画書を提出し、当局との対話を進めています。 

 アルバータ州においては、閉鎖証明を発行されるまで最小で 10年以上を推奨しています

が、経験を積んで、期間は見直しするとされています。 

 これに対して、Ｓｈｅｌｌと管轄当局は、事業の進展につれ、コミュニケーションを行い

ながらモニタリング計画と期間の最適化を図っていくものと考えられます。 

 次の事例は、実際に短縮された事例です。次、お願いします。 

 次は、米国陸上のイリノイ州で、ＡＤＭ社が進めるバウンダリーダムプロジェクトの事例

です。ここでは、米国陸上におけるＣＣＳに対する規制である、ＵＩＣ ＣｌａｓｓⅥに基

づいて事業が実施されております。 

 ＣｌａｓｓⅥでは、サイト閉鎖まで最低で 50年間のモニタリング継続を定めますが、Ａ

ＤＭ社は、2021 年に圧入停止後のモニタリング計画及びサイト閉鎖計画書を管轄当局に提

出し、圧入停止後のモニタリング計画を 10年間に短縮することで管轄当局と合意していま

す。そのためには、右下に示すように、シミュレーションによって圧力が十分圧入前の水準

まで戻っているというようなことを示して、10年の短縮で合意しております。 

 最後のスライドをお願いします。最後、まとめとなりますが、もう繰り返しはしませんが、

本日の報告のまとめとなります。ご清聴ありがとうございました。 

○大橋座長 

 赤井様、ありがとうございました。ＣＯ２がどうトラップされて、残存リスクをいかにマ

ネージするのかというお話を非常に端的にしていただいたと思います。ありがとうござい

ます。 

 続きまして、資料４に基づいて、日本ＣＣＳ調査、川端様よりご説明いただけると伺って

います。５分程度お時間いただけるということですので、ご準備がよろしければお願いでき

ますでしょうか。 

○川端オブザーバー 

 はい、かしこまりました。おはようございます。日本ＣＣＳ調査株式会社の川端でござい

ます。 

  

 すみません、今日はまたご説明の機会を頂戴しまして、ありがとうございます。提出させ

ていただきました資料に基づきまして、当社が受託をいたしました苫小牧ＣＣＳ大規模実

証試験と、それから平成 30年北海道胆振東部地震との関係について、有識者にご検討をい

ただきました報告書の概要等のご説明をさせていただければと存じます。次のスライドを

お願いいたします。 
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 こちらがＣＣＳ設備の位置関係になります。前回、あるべきモニタリングの姿に係る検討

会の提言をご説明させていただいた中でも申し上げさせていただいたのですが、再度強調

させていただきたいのは、こちら実証試験でございますので、極めて手厚いモニタリングシ

ステムを構築いたしました。ここに記載をさせていただいているとおり、ＣＯ２の圧入モニ

タリングは非常にたくさんの項目を行っております。 

 特に振動に関しては、３本の観測線、緑の点になりますけれども、こちらに設置をしまし

た地震計ですとか、左上の陸上地震計、それからＯＢＳ、ＯＢＣといった設備、こういった

ものを駆使して、体に感じないような非常に小さな地震についても観測を行ってまいりま

した。では、次のスライドをお願いします。 

 こちらが胆振東部地震の震源と、それから実証試験の圧入地点との関係になります。左下

の図になりますけれども、圧入がおおむね萌別層に入れていますので、地下１ｋｍ地点なの

に対して、震源の深さは地下 37ｋｍで、それから震央までの直線距離も 30ｋｍほど離れて

いるという状況でございます。 

 また、この深さに関して申し上げると、地層の連続性も全くないという状況でございます

ので、ＣＯ２の圧入が震源に影響を与えたとしても、潮汐力、潮の満ち引きを引き起こす力、

これの 1,000分の１程度という極めて小さい力であるということが示唆をされております。

次のスライドをお願いします。 

 こちらが地震発生の前後を含むモニタリングの観測記録です。圧入期間の前後にも微小

振動の観測を続けておりましたけれども、圧入地点近傍で発生した微小振動は、いずれも圧

入地点よりも深い地点で発生した、かつ、マグニチュード１未満という極めて小規模の自然

地震のみであります。ですので、今回の地震前後に圧入に起因する振動というのは、検知を

されておりません。では、次のスライドをお願いします。 

 こうした観測結果を苫小牧実証試験に係る有識者検討会、課題検討会にお諮りをしまし

た。この課題検討会には、臨時委員として当時の地震学会会長ですとか、それから東大地震

研、京大防災研といった地震の専門家にも臨時委員としてご参加をいただきまして、地震発

生から約２か月後となります、2018年 11月には報告書として取りまとめまして、当社ウェ

ブサイトに公表をさせていただいております。 

 この検討会では、２点、今回の地震がＣＯ２圧入と関係して発生したとは考えられないと

いうこと。それから、地震によるＣＯ２貯留層の異常はなく、ＣＯ２の漏洩は認められない

ということ。この２点の共通認識が得られているところでございます。 

 次のスライド以降、こちらは参考資料として報告書公表当時の説明資料要旨を添付させ

ていただいております。今日、時間の都合もありますので、細かくご説明はしませんが、ス

ライドの５枚目に記載をいたしましたＵＲＬにあります報告書本体とともに、ぜひご一読

いただけますと幸いです。 

 私からの説明は以上です。ありがとうございました。 

○大橋座長 
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 はい、ありがとうございます。胆振東部地震と苫小牧のＣＣＳ実証との関係についてご説

明をいただいたところです。 

 続いて、資料５について、地球環境産業技術研究機構の薛様よりご説明を５分程度いただ

けるということなので、ご準備がよろしければお願いできますでしょうか。 

○薛様 

 大橋先生、ありがとうございます。私のほうから、中越地震のことについて説明します。

先ほどの苫小牧に続いて、もう一つの事例ですが、平成 16年に起こった中越地震の後に長

岡サイトの地下の二酸化炭素の貯留状況と、ＣＯ２貯留の安全性について紹介したいです。

次のスライドをお願いします。 

 このスライドがプロジェクト全体の概要です。前回もお示ししましたけども、圧入の期間

が 2003年７月～2005年１月。中越地震が 2004年 10月ですので、この期間中に地震が起こ

っています。 

 このスライドで見ていただきたいのは、井戸が４本ありまして、真ん中のＩＷ－１の黄色

い色が圧入の井戸ですけども、その左にあるＯＢ－４と観測井に圧入井と同じように圧力

のセンサーがついていまして、つまり圧入中に圧入井の圧力と、それから 60ｍ離れたＯＢ

－４のところの圧力が記録できます。後ほど、その内容を説明します。次、お願いします。 

 このスライドは中越地震の発生の状況とその後の対応を示しています。震源と貯留サイ

トは 20ｋｍ離れております。それから、震源は地下 10ｋｍです。ＣＯ２の圧入深度が１ｋ

ｍと考えますので、かなり深いと思います。 

 右側に貯留のサイトに置いた地震計の記録です。南北方向、上下、東西方向の揺れを示し

ていますけども、下のグラフが圧入の１日の量、20トン～40トン、それから右側がトータ

ルの圧入の総量ですが、約１万トンです。 

 2004年 10月 23日に中越地震が発生した後に、直ちにＣＯ２の貯留を停止して、地下の貯

留状況を調べました。特にＣＯ２の分布状況とか、井戸・地上設備の健全性を確認して、さ

らに地域・関係省庁にも説明しまして、12 月６日に再開したというのが、その後の対応に

なります。次のスライドをお願いします。 

 このスライドが全体の流れを示します。左の上のほうに中越地震が発生した日時、その下

にどういった方法を使って地下の状況を調査したか、参考資料の１番、２番、３番をもって

地下の状況をご説明します。 

 その後、右側の真ん中に、地元に説明して、さらに経済産業省にも説明して、圧入再開の

了解をいただいて、12月６日にＣＯ２の圧入を再開しました。次をお願いします。 

 このスライドが、中越地震の前後地下の二酸化炭素の分布状況ですけども、左側が地震の

前、右側が地震の後ですけども、これは二つの井戸の間の二酸化炭素の分布の状況を示して

おります。 

 図中の黄緑のところが二酸化炭素が広がっているエリアですけども、そのちょうど境目

となっているところが、１本の青い線が引かれている、その線より下が二酸化炭素が貯留さ
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れる砂層、その上が泥層からなる遮蔽層です。 

 ＣＯ２分布の塊を見ますと、地震の後に左側と何も変化がない。もし変化があると、そこ

から出ていくというので心配されますけど、それないと確認できますので、遮蔽層からＣＯ

２が漏れてない。次、お願いします。 

 ２番目の参考資料として、井戸の状況がどうなっているのか。ここは二つの方法を使いま

した。左側にＣＢＬと書いています。これは井戸を掘った後に井戸が崩れないように鉄管を

地中に差し込みますけども、鉄管と地層の間に隙間がありまして、セメントで隙間を埋めて

います。もし地震の揺れがあって何か異常があれば、このＣＢＬという手法が、その前後の

違いを捉えることができます。それがＣＢＬと書いている、図中の赤線と青線でその違いが

現れます。もし地震の後に赤線のほうが右に膨らんだりすると、それはセメントの状況が影

響を受けた、あるいはＣＯ２が漏れ出したということになりますけども、実際に確認をした

ところ、それはなかったです。 

 それから、さらに右側にＵＳＩＴという手法です。これはより細かい調査ができます。セ

メントの状況だけではなくて、鉄管の肉厚の変化も、ついでに調べた結果ですが、地震の前

後で異常は認められなかったです。ですから、地震の後、二つの手法とも、坑井に損傷はな

く、ＣＯ２の漏洩の懸念はないことが確認できました。次、お願いします。 

 今までは地下のほうの話ですけど、地上の設備を示したものです。左上のほうに大きなタ

ンクがあります、90 トンの液体二酸化炭素がここに一時的に貯蔵されますけど、これも地

震のときに強い揺れを受けたにもかかわらず、左下の圧入井の坑口装置、それから右下のＣ

Ｏ２パイプライン、20ｍぐらいですけども、いずれも何ら損傷もないということが確認でき

ています。次、お願いします。 

 このスライドが圧入井と観測井、ＯＢ－４の圧力の記録を示していますけども、赤色が圧

入井の圧入区間の圧力変動を示しています。青が 60ｍ離れているＯＢ－４のところの記録

です。赤のほうが青より大きく出ています。60ｍ離れると、かなり小さくなっています。 

 二つの点線で書いた矢印がありますけども、ΔＰ１からΔＰ２の変化の割合をざっと見ま

すと、60ｍ離れることにつれて、圧力の増加分が、既に 30％も減少しています。そこで、少

し計算をしています。右上に小さい図面がありますが、圧入の井戸が真ん中にあり、その両

側に距離が離れるにつれて、どれぐらいその圧力が減少しているか、二つの方法で評価して

みました。薄い黒線がＣＯ２圧入時の圧力が広がりを示しますけども、赤が実際にΔＰ１、

ΔＰ２の変化の割合に基づいて指数関数で減少する曲線です。この結果でいきますと、二つ

の手法とも、800ｍぐらい離れますと、地球潮汐、先ほどお話もありましたように、目安と

なる 0.1ｋＰａ、つまり大気圧の約 1,000分の１に相当するので、かなり小さくなっていま

す。ですから、中越地震の起こったところが 20ｋｍ先で考えますと、このＣＯ２の圧入によ

る圧力の影響が及ぶとは考えられないので、また、同じように、震源が地下 10ｋｍに対し

て、圧入深度が１ｋｍと浅いところですから、ＣＯ２圧入がこの中越地震との関連性はない

です。 
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 私の報告は以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。2004 年の中越地震と圧入、貯留の関係についてご説明いただい

たということだと思います。 

 続いて、資料６について、北海道苫小牧市、小名様より５分程度使ってご説明いただける

ということですので、お願いできますでしょうか。 

○

小

名

様 

…（回線不良） 

○羽田燃料環境適合利用推進課長 

 そうしましたら、プレゼンテーションの順番を変えて、させていただきます。苫小牧市の

プレゼンテーションを後ほどに回していただけますでしょうか。その間、ご連絡を直接取ら

せていただきます。 

○大橋座長 

 はい、ありがとうございます。 

 それでは、後ほどということで、資料はまだ続きまして、資料７もご準備いただいていま

す。これは事務局になりますので、ご説明のほうを、保安についていただけますでしょうか。 

○大川鉱山・火薬類監理官 

 経済産業省の事務局でございます。資料７を用いまして、ＣＣＳにおける保安の考え方に

ついてご説明をさせていただきたいと思います。 

 ２ページをご覧ください。まず、今回、保安の対象とする範囲について、ご説明をさせて

いただきたいと思います。ＣＣＳには、この下の図にありますように、分離・回収の段階、

導管輸送の段階、貯留の段階という三つの段階がございます。今回、事業規制を行いますの

は、この下の図の赤い枠の中、導管輸送の場所、貯留の場所でございます。事業規制と保安

規制を一体的に措置するという観点から、今回、保安制度を措置するのは貯留事業及び導管

輸送事業としてはどうかというふうに考えてございます。 

 ３ページ目をご覧ください。この導管と貯留という、それぞれの段階があるんでございま

すが、それぞれの段階についてどう考えていくのかについてご説明をさせていただきます。 

 まず、貯留の段階の保安についてでございます。このＣＯ２の貯留に関しては、井戸を掘

削してＣＯ２を地下に圧入して貯蔵するというものでございます。この下の図の右半分に当

たるところでございます。 

 これについてＣＯ２を地下に圧入するという行為自体は、現在も石油・天然ガスの掘削を

目的とするＣＯ２－ＥＯＲ・ＥＧＲでも行われております。これは下の図の左半分でござい

ますが、ＥＯＲ・ＥＧＲというものは、油田やガス田で生産量を上げるためにＣＯ２を地下
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に圧入して、その圧力で油、もしくはガスの増産を行うものでございます。 

 この二つ目のポツでございますが、井戸の掘削ですとか、ＣＯ２を地下に圧入する行為、

さらには、これらのプロセスで使用する設備、例えばそれはコンプレッサーなどでございま

すが、こういったものについてはＣＯ２の貯留事業とＥＯＲ・ＥＧＲでかなり類似性がある

のではないかと考えてございます。 

 ４ページ目をご覧ください。この、今ＥＯＲ・ＥＧＲについて、油田・ガス田で行われて

いるものですから、そこの保安は鉱山保安法を基本に対応しております。この鉱山保安法を

大枠として措置を検討してはどうかということがご提案でございます。 

 では、鉱山保安法で、今どのようなことを求めているのかということについて、ご説明を

いたします。この一つ目の黒丸の一つ目のところでございますが、まず、事業者が事業を実

施するに当たって、鉱山の現在の状況を踏まえて講ずべき保安上の必要な措置、これについ

て事業者自ら保安規定に記載をいただきます。具体的には、例えばガスの噴出の防止、こう

いったものについて記載をいただく。その後、事業者自らが記載したこの保安規定を、事業

者自らが遵守をする。また、状況の変化があれば、その遵守すべき保安上必要な措置を更新

するというリスクマネジメントを実質的に実施していただくということになります。 

 二つ目ですが、そこで使われる機械についてでございます。掘削の装置ですとか、コンプ

レッサー、配管などがあるわけですが、その保安を確保するための技術基準を定めておりま

す。また、この技術基準が守られるように、実際、設備を設置する場合には、工事計画と届

け出てもらう。また、使用する前には、使用前検査を行っていただく。使用中も定期的な自

主検査を行っていただくということになっております。 

 三つ目としまして、こういった行為や保安が適切に行われますように、保安統括責任者を

選任していただいております。 

 こういった措置が鉱山保安法で行われているわけですが、貯留事業とＥＯＲ・ＥＧＲの類

似性に鑑みて、ＣＯ２貯留事業においては、鉱山保安法も踏まえつつ、新たに体系的に保安

規定を措置することとしてはどうかと考えております。 

 ただ、違うところもあると考えております。その下でございますが、例えば貯留事業とＣ

Ｏ２－ＥＯＲ・ＥＧＲでは、ＣＯ２を地下に圧入する行為自体は変わりませんが、地下から

石油などを採ってくるというものがございません。ＣＯ２が地下にとどまり続けるなどの違

いがございます。ですので、ＣＣＳにおいては、地下の構造、状況などをより考慮する必要

があると考えております。 

 ですので、ＣＯ２の圧入に伴う地下の構造の保護について、必要なリスクマネジメントの

実施や圧入作業への反映などを事業者に求めることとしてはどうかと考えております。 

 また、それらを実際に運用するに当たっては、最新の技術的な動向を踏まえる観点から、

外部有識者の知見などを取り入れるプロセスを設けてはどうかと考えてございます。 

 その下でございますが、労働安全についてでございますが、鉱山保安法では、鉱山での労

働安全もここの法律の中で措置しております。一方、今回の貯留事業においては、例えば坑



13 

内という特殊な環境での作業が想定されておりませのですので、通常の事業場と同様に、労

働安全については、この労働安全衛生法の下で監督してはどうかと考えてございます。次の

ページをお願いします、５ページでございます。 

 次は、導管についての保安についてご説明をさせていただきます。ＣＯ２の導管輸送事業

については、ＣＯ２を地下に貯留することを目的として、導管によりＣＯ２を長距離輸送す

るものでございますが、これは下の図にもありますように、今、ガスの導管事業というもの

がございます。これは高圧状態のガスを長距離輸送するという行為自体は、今回のＣＯ２の

導管輸送とガスの導管の輸送、かなり似通っているものと思います。高圧状態のガスを輸送

する行為、さらに、これらのプロセスで使用される設備、例えばそれは導管などでございま

すが、それらについてはかなり類似性が高いというふうに考えてございます。次のページを

お願いします。 

 ６ページでございますが、では、今導管の輸送について、いろいろ保安を措置しているガ

ス事業法を参考とした措置を導入してはどうかということがご提案ではございますが、ガ

ス事業法において、どのような保安を求めているかということについては、この一つ目の黒

丸の下三つが代表例でございます。 

 例えば、事業を実施するに当たっては、保安規定の策定・遵守を義務づけております。二

つ目として、そこで使う設備についてでございますが、高圧状態のガス導管輸送に耐えられ

る導管の強度ですとか、危急の場合に導管などを遮断する装置、こういったものについて技

術基準を定めております。また、この技術基準が守られるように、実際工事を行う前に工事

計画を届け出てもらう、もしくは実際にそれを使用する前に使用前検査を行い、使用中も定

期的な自主検査を義務づけております。 

 また、これらを実際に適切に行ってもらえるように、ガス主任技術者の選任を行っており

ます。 

 今回、ＣＣＳのこの制度の枠組みの中でＣＯ２の導管輸送事業についても、ガス事業法も

踏まえつつ、新たに体系的に主要な保安規制を措置することとしてはどうかと考えてござ

います。 

 ただ、その実際の制度を運用するに当たっては、このＣＯ２の特性を踏まえた対応も必要

だと思ってございます。そのＣＯ２の特性とは、下の黒丸の２行目に書いてございますが、

例えばＣＯ２の物質的な特性、可燃性ですとか爆発性がない不活性なガス、一般的にはかな

り安全なガスだと言われております。一方で、腐食性があるとか、高濃度のＣＯ２の人体へ

の影響なども指摘されております。こういったＣＯ２の物質的な特性を踏まえて、実際に技

術基準を定めるなどの場合には、こういった物質的な特性を踏まえていくことが必要では

ないかと考えてございます。 

 以上が、ＣＣＳに関する保安の考え方の説明でございます。 

 以上です。 

○大橋座長 
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 ありがとうございます。後ほど、この資料について、皆さん、ぜひご議論いただければと

いうふうに思っています。 

  

本日は、環境省の大井様にお越しをいただいていて、資料８をご準備いただいているという

ことですので、よろしければ 10分ほどお時間をいただけるということですので、お願いで

きますでしょうか。 

○環境省 大井水・大気環境局海洋環境課長 

 ありがとうございます。環境省の海洋環境課長の大井と申します。どうぞよろしくお願い

いたします。 

 資料のほう、今掲示をいただきました。資料８をご覧いただければと思います。海底下Ｃ

ＣＳ制度専門委員会における検討状況についてということでございます。次のスライドを

お願いいたします。 

 地球温暖化対策を所管しております環境省としまして、2050 年カーボンニュートラル、

脱炭素、この実現に向けまして、ＣＣＳの技術の活用は極めて重要だというふうに考えてご

ざいます。 

 他方で、環境省は、それ以外の環境の問題もいろいろ所掌しているところでございますけ

れども、とりわけ海域におけるＣＣＳにつきましては、国際的にも廃棄物の海洋投棄を規制

しておりますロンドン議定書に基づきまして、規制措置がかかっているということでござ

います。これを担保するということもございまして、これまで環境大臣が海洋環境の保全の

観点から、海洋汚染等防止法に基づきます許可などを実施しているところでございます。特

に海域でのＣＣＳ、海洋に関しましては、貯留しておりますＣＯ２が海洋中に漏れ出した場

合、底生の生物ですね、海底の生物への海洋酸性化による影響が非常にあるということが実

際に指摘をされております。そのようなわけで、海におけるＣＣＳについては、特別な観点

からの配慮が必要であるというふうに考えているところでございます。 

 今ご案内のとおり、今後、国内におきますＣＣＳ事業が拡大していくと。また、実際の事

例として、海外においても海底下ＣＣＳが進んでおりまして、これを目的としたＣＯ２の輸

出みたいな話も見込まれてくると。こういうことがございますので、海底下のＣＣＳが海洋

環境の保全としっかり調和する形で実施されること、これがＣＣＳの拡大においても重要

だというふうに考えておりますので、こういう観点から、海底下ＣＣＳに関する海洋環境の

保全の在り方について検討が必要であると、こういう状況でございます。 

 こうした背景に基づきまして、本年の８月に、環境大臣から中央環境審議会会長宛てに、

今後の海底下へのＣＯ２回収・貯留に係る海洋環境保全の在り方についてという諮問をさせ

ていただいておりまして、９月に海底下ＣＣＳ制度専門委員会を設置したところでござい

ます。 

 それから、現在に至るまでの検討状況が、その下に書いてございますけれども。９月に設

置をした後、10月、11月と２回の専門委員会を開催しているところでございます。直近は、
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今月初めの 11月１日に各主体からのヒアリングということで、本日も先ほど資料発表をい

ただきましたけども、日本ＣＣＳ調査株式会社、それから苫小牧の漁業協同組合と、このス

テークホルダー２者にヒアリングをさせていただき、また、見直しの論点についてというこ

とで、例えばＣＣＳ事業終了時の措置でありますとか、海底下ＣＣＳを目的としたＣＯ２の

輸出の仕組みなどについて、ご議論をいただいたところでございます。 

 今後、来月 12月から１月にかけて、非常に期間が短こうございますけれども、検討をさ

らにいただいて、年明けには報告、答申をいただきたいというふうに考えているところでご

ざいます。 

 その後のスライドはもうご参考になりますけれども、次のスライドをご覧いただくと、実

際の海洋汚染等防止法に基づきます措置についての解説でございます。ＣＯ２の海底下廃棄

に係る許可制度ということで環境大臣の許可、それから事業者による環境影響の評価と。こ

の環境影響の評価といいますのは、いわゆるアセス法に基づきます評価とは少し趣が異な

っておりまして、仮に海洋中にＣＯ２が漏れた場合にどういう影響があるのかというような

ことをシミュレーションというか、アセスしていただくということでございます。 

 また、実際に事業を実施するに当たって、その海洋環境の監視ということをお願いしてい

るという、こういう三つの制度でございます。 

 最後のスライドは検討の専門委員会の委員名簿でございますので、ご参考にご覧いただ

ければと思います。 

 非常に手短でございましたけれども、以上でございます。どうもありがとうございます。 

○大橋座長 

 大井様、ありがとうございます。ぜひ事務局でもしっかり連携して、両方の会議体を進め

ていただければという思いでおります。はい、ありがとうございます。 

 それでは、北海道苫小牧市の小名様より、資料６をいただいていますので、お時間は５分

程度いただけるということですので、よろしくお願いします。 

○北海道 小名苫小牧市産業経済部長 

 よろしくお願いいたします。 

 本日は、苫小牧市における住民理解の形成についてということで、当市におけますＣＣＳ

実証試験や、それに係る合意形成について、少しお話をさせていただきたいと思います。限

られた時間ではございますが、よろしくお願いいたします。次のスライドをお願いします。 

 当市におきましては、ＣＣＳ実証試験の候補地選定に向けた動きを踏まえ、2010年４月、

今から 13年ほど前になりますが、当市が実証試験地となることを目指し、市長が旗振り役

となり、地元の産業界、学術機関、また漁業協同組合にもご参加をいただき、苫小牧ＣＣＳ

促進協議会を設立いたしました。 

 協議会設立後、要望活動を実施し、また実証試験地が苫小牧に決定した後におきましては、

経済産業省様やＮＥＤＯ様、日本ＣＣＳ調査様のお力をお借りし、地元の理解促進に向けた

広報・周知活動等を実施してまいりました。 
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 右下に４枚写真ございますが、この右下の写真でございますが、こちらは市役所庁舎内に

モニターを設置し、圧入状況などについてリアルタイムで市民の方々の目に見えるような

周知を行ってまいりました。 

 その後、2020 年９月、それから 2021 年 10 月には、国のカーボンリサイクルの動きなど

を踏まえまして、二度の改組を行い、現在では苫小牧ＣＣＵＳ・ゼロカーボン推進協議会と

して活動をしております。次のスライドをお願いします。 

 苫小牧におけるＣＣＳ大規模実証試験におきましては、沖合３～４ｋｍの地点の海底下

が貯留地点であったため、事前調査の段階から関係ステークホルダーを含め、一体となって

検討を進め、誘致活動を行ってまいりました。 

 その中でも海域のステークホルダーである漁業関係者のご理解とご協力が必須である中、

苫小牧漁業協同組合様のご協力もあり、大きな反対もなく、実証事業に関する誘致活動を行

うことができたものと考えております。 

 左側に図がありますけども、その下のほうです、実証試験スケジュールの図がございます

が、右側が 2020 年で切れておりますが、実際には 2019 年の圧入停止後もモニタリングは

継続しており、四季ごとに行われる海域での調査などにおいては、引き続き、漁業関係者へ

の周知、調整、傭船などご協力をいただいており、ステークホルダーの方々のご理解とご協

力があって、実証事業が円滑に進められているものと考えております。 

 また、昨年、令和４年１月には、当時の萩生田経済産業大臣が苫小牧に来られた際には、

実証試験に対する漁業関係者の協力への感謝の意を伝えていただいたところでございます。

次をお願いいたします。 

 こちらは経済産業省の事業となりますが、ＣＣＳを事業化していくに当たり、令和５年６

月に七つのプロジェクトが選定されました。その中には、出光興産、北海道電力、石油資源

開発の３社による苫小牧市を対象エリアとした案件も含まれております。それにつきまし

ては、日本初の大規模実証試験である、苫小牧におけるＣＣＳ大規模実証試験において、

2016年～2019年までの３年間で、30万トンの圧入を達成した実績及び実証時に確認されま

した周辺地層の貯留ポテンシャルの豊富さから、対象エリアとして事業を検討されること

になったものと考えております。 

 苫小牧市からの説明は、以上となります。 

○大橋座長 

 小名様、ありがとうございました。 

 それでは、ヒアリングのほうは以上とさせていただきまして、こうしたヒアリングを踏ま

えて、これから皆様からご意見をぜひいただければと思います。人数、相当数おりますので、

大変恐縮ですけれども、ご発言の順番は委員の名簿順ということで、私のほうからご指名を

させていただければと思います。 

 また、会議時間、毎度のことながら限りがございますので、ご発言のほう、委員の方は一

人３分程度で、オブザーバーの方は後段でさせていただきますが、２分程度ということで進
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めさせていただければと思っております。 

 まず、お時間が限られている方から優先してご発言をお願いできればと思います。まず、

チヴァース委員の代理でお越しいただいている金子様からお願いできますでしょうか。 

○金子様（チヴァース委員代理） 

 三井住友銀行の金子です。本日はありがとうございます。ふだん水素・燃料電池戦略協議

会の委員をさせていただいていますけれども、本会議については、今日初めてお伺いしまし

たけども、非常に多面的に詳細な議論が行われているということで、非常に皆様のご尽力に

敬意を表します。ありがとうございます。 

 私のほうから、３点申し上げます。モニタリングについて、銀行としてのファイナンサー

という観点から拝見しますと、やはりしっかりと質を担保するモニタリングが必要という

ところがありますけれども、一方で、このＣＣＳの事業そのものに関しては、先ほどのプレ

ゼンの中でもありましたが、エネルギーを発掘するとか、そういうアップサイドのリソース

が出てくるというところがないというところもありますし、また、そのカーボンプライシン

グが入っていく時間軸というところにも、ある程度ラグがあるというところもある中で、や

はりモニタリングのコストそのものが事業性、事業の予見性の足を引っ張らないように、設

計をぜひお願いしたいと思います。 

 やはり、その手前での脱炭素に係る事業計画の策定の段階においていろんな不確実性が

ある中で、ＣＣＳに依拠して進めないといけないプロジェクトというのも、これから増えて

くると思いますので、そこをしっかり担保できるようにモニタリングのところの設計をい

ただけるとありがたいかなと思います。 

 また、２点目ですけれども、エネルギーの上流の海外のプロジェクトファイナンス等では、

その環境影響評価として、エクエーター原則とか、あるいはＩＦＣなどの国際金融機関の基

準等を参照してプロジェクトの評価を進めることが多くございますので、モニタリングの

規則の策定に当たっても、こういった国際的な基準も参照しながら進めていただけるとあ

りがたいかなと思います。 

 それから、３点目ですけれども、今日ご説明がありましたようなモニタリング、あるいは

第三者、ＣＣＳの第三者評価という観点で、この評価機関等の人材育成みたいな面について

も、例えば日本国内で担保していくというような方向性でご議論が進められるといいのか

なと思います。 

 以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。 

 続きまして、武田委員、お願いできますでしょうか。 

○武田委員 

 ありがとうございます。私のほうからは、保安規制について述べさせていただきます。 

 まず、その前提として、前半いただきました各プレゼンテーション、また、苫小牧市から
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いただきましたご報告内容というものは、望ましいリスクコミュニケーションの例である

というふうに思います。 

 それを前提に、事務局から保安規制の基本的な考え方をお示しいただいたわけですけれ

ども、水素について多くの法律が複雑に関係して、消費者のステークホルダーに対するリス

クコミュニケーションを難しくしているというような例を考えますと、事務局案にありま

すように、体系的には保安規制を新たに考えるということは、理にかなっていると、望まし

いものであるというふうに思います。 

 また、その際に、ご説明にあったように、ＣＯ２の特性を踏まえたものとするということ

についても賛成をしたいというふうに思います。 

 以上です。ありがとうございました。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。 

 続きまして、辻佳子委員、お願いできますでしょうか。 

○辻（佳）委員 ありがとうございます。 

 ご解説、それからご説明、ありがとうございました。まず、ＪＯＧＭＥＣのご説明の中で

相図が出てきましたが、この図では時間軸が長いということが一つのメッセージだと思い

ます。この図はあくまでも平衡論支配だと思いますので、実際は速度論支配、かつ状況次第

で変わってくる点は、学術的にもこれから検討がされていくと思います。そういった新しい

知見をどんどん反映させていくということが大事だと思います。 

 本題になりますけれども、資料７についてコメントをさせていただきます。 

 まず、２ページ目に、今回の対象領域が明確に示されていて、とてもよいことですけれど

も、一方で、貯留で終わることなく、その後のモニタリングということに関しても、この保

安の対象の中だと思います。これから議論するのかもしれませんが、今日のご説明の中には

抜けていたと思います。 

 それから、４ページ目のところに、届出と書かれていて、私が少し混乱しているだけかも

しれないのですけれども、環境省のロンドン議定書の対応許可制になっています。総じてこ

のＣＣＳ事業は、省庁をまたがってやっていくことになるので、届出なのか、許可制なのか、

それだけではなく他にも検討項目があると思いますが、それぞれ対応しなければいけない

というようなことにならないように、できれば窓口が１本化される仕組みづくりが必要だ

と思います。 

 特に環境省のご説明で廃棄物という言葉が出てきていましたけども、日本の廃掃法の中

では、ＣＯ２は気体だったらば廃棄物ではないです。今回、ほかの法律との齟齬がないよう

に、うまく適用しながら新しい法律をつくっていこうとご検討をされているので、省庁をま

たがったところについても、ご検討下さい。 

 あと細かいところで言うと、６ページ目のところで、ＣＯ２の特性を踏まえた対応という

意味で言いますと、陸上の話にはなりますけれども、もしリークした場合を考えたときには、
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ガス密度は天然ガスとＣＯ２では全く違います。検討するべき物性値の洗い出しをよろしく

お願いいたします。 

以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。 

続いて、大島委員、お願いできますでしょうか。 

○大島委員 

ご指名ありがとうございます。消費生活アドバイザーの大島です。 

本日は、詳しいご説明ありがとうございました。私からのコメントを２点申し上げたいと

思います。 

一つは安全性についてです。安全性は必須で、被害を出さないということは第一に考えて

いただいていると思います。ただ、人類史上、新しい試みですので、現在の知見でできる限

りのことをしても、万事うまくいくとは限りません。地震との関連も、過去の２件が大丈夫

だったからといって、今後も大丈夫とは限らないと思います。あと、ＩＥＡが世界的な視野

で、地震との関係はほぼないと考えられると言っているとしても、地震大国日本で、大丈夫

とは言い切れないと思います。 

ということで、最善の科学的知見を活用していっていただきたいと思います。その上で、

どのような根拠に基づき、誰が判断したのかということを明らかにしつつ、万が一何かうま

くいかなかった場合には、どこで判断を誤ったのか振り返って反省し、知見を蓄積していけ

るようにしていただきたいと思います。悪者探しをしたいわけではありません。専門家に責

任を持ってご判断いただき、科学的な知見を積み重ねていただきたいという趣旨でござい

ます。 

次に、モニタリングはとても大切だと思います。ＥＯＲやＥＧＲは、石油や天然ガスなど

の目的の資源を得るために実施していて、結果は目に見える形で、明らかだと思います。目

的が達成されなければビジネスにならないので、実施しないと思います。それに対して、Ｃ

Ｏ２の貯留が異なるのは、シミュレーションとモニタリングでしか目的とする結果が得られ

ているかどうかが分からないという点です。最悪、たまっていますよといいながら補助金を

得て、ＣＯ２貯留に対する料金を徴収して、ビジネスができるということです。これは国費

の無駄遣いにもなりますし、エネルギー料金や製品の代金が無駄に高くなるということに

なりかねません。ＣＣＳは気候変動対策として実施することなので、きちんと未来永劫、Ｃ

Ｏ２がそこにたまっているということは確かなこととしていただきたいと思います。 

私からの意見は以上です。ありがとうございました。 

○大橋座長 

続いて、近藤委員、お願いできますでしょうか。 

○近藤委員 

おはようございます、近藤です。よろしくお願いします。 
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今日はたくさんの方のプレゼンを聞かせて頂き、ありがとうございました。非常に理解が

深まりました。感謝申し上げます。それから、最近、苫小牧さんの例がテレビか何かで報道

されたようでございまして、僕の周りの学生さんとか市民の方から、ポジティブな意見です

とか、不安な意見とかいうのも聞いていたので、そういうのも含めて、今日議論ができれば

いいなと思っておるところです。 

私のほうから、４点ほど話をしたいと思っています。 

まず１点目は、事務局から提案がありました資料７でございますけども、基本的にはこれ、

賛成したいと思っています。ただ、中にもありましたけども、ＣＯ２はＥＧＲとかで、もう

実績があるのはあるのですが、貯留とかになった場合のＣＯ２以外の不純物、こういったも

のの影響というのが、ＥＧＲの影響と貯留の場合の影響がどう違うのかとか、先ほど辻委員

からもありましたけども、ＬＮＧとＣＯ２の物性差、特性差というものがきちんと技術要件

に入っていく必要があると思いましたので、ここは引き続きご検討いただきたいと思って

います。 

二つ目は、今日の議論を聞いておりまして、やはり事業者選定のプロセスが非常に大事か

なということを思いました。特に、保安基準等で技術的な要件というのが決まってくると思

うのですが、やはり長い間の経営になりますので、こういった事業をされる方の経営力です

とか、それから、苫小牧さんの例にありますように、地元とのコミュニケーション力という

のがありますので、こういった事業者選定プロセスの中の規定の中に、どこまでこういった

ものを盛り込むのかというのが大事かなと思いましたので、これも２点目としてお話しし

たいと思います。 

それから三つ目、事業者選定と合わせて、合意形成プロセスというものをしっかりと定義

をしていくのか、ひな形を作っていったほうがいいのではないかと思っています。先ほど言

いましたように、日本の中では、ＣＣＳに対して非常にポジティブな方もあれば、まだ不安

だという方もいらっしゃいますので、そういう意味で、合意形成プロセスというのを明確に

しながら、特に日本特有の地震に対する合意形成みたいなものがきちんとできるといいの

かなというふうに思っているところです。 

最後、４番目ですけども、バトンタッチの透明性ということで、事業者から最後、管轄官

庁に移管されるということがあると思うのですが、この際の透明性をどう担保するか。それ

から、バトンタッチされた後のモニタリングですとか情報公開、こういったものにつきまし

ても、今回の事業法の中に明記すべきではないかと思いましたので、この４点を意見として

述べさせていただきたいと思います。ありがとうございます。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。 

 続いて、南坊委員、お願いできますでしょうか。 

○南坊委員 

 ありがとうございます。少々お待ちください。Global CCS Instituteの南坊でございま
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す。私からは、２点コメントをさせていただきます。 

 まず、ＣＣＳの社会需要、住民理解の促進に関してですけども、先ほど苫小牧プロジェク

トにおける取組に関してご説明がありましたが、苫小牧ではパブリック・エンゲージメント、

すなわち住民理解が非常にうまくいった例として世界的に注目されて、その実績が高く評

価されていると思います。現在、世界中の操業中のＣＣＳプロジェクトと比較して、人口 16

万人という大きな町のすぐ近くで、特に、漁業などで海が高度に利用されている環境で、海

岸からすぐ海底下にＣＯ２を圧入するという、これは世界でもかなりまれな条件下でＣＯ２

圧入が安全に実施されたということは、ほかの世界のプロジェクトが、大体は人里離れた辺

ぴな場所や海域、島などで実施されていることを見れば、相当珍しく、世界でも参考にされ

る事例だと思います。今後、社会需要が必要になるＣＣＳプロジェクトが日本でも世界でも

増えてくると思いますので、苫小牧の実績は、今後のよい参考になると思います。 

 また、地震との関連について、先ほど川端様からご報告がございましたけれども、ＣＣＳ

では、ＣＯ２を地下に圧入して地層に影響を与えるだけに、誘発地震を起こさないか、ある

いは、地震によって圧入サイトに何らかの影響があって、貯留したＣＯ２が漏えいしないか、

様々な心配事がありますけれども、先ほどご説明があったように、胆振東部地震の際には、

いち早く専門家による情報を整理して分析されて、地震による圧入サイトに変化がなく、安

全に管理されているということを世界に向けて発信されたというようなことで、こういっ

た例を見ても、今後立ち上がっていくであろうＣＣＳプロジェクトに苫小牧の事例を参考

にするべきだと思います。 

 それから、事務局ご説明の資料７についてなのですけども、全体的にこの方向で進めてい

ただくことに賛成をします。 

１点、パイプラインについてです。ＣＯ２は天然ガスなどに比べて可燃性、爆発性がなく

危険度が低いとのご認識ですけども、それはそのとおりなのですが、ただＣＯ２、圧力温度

条件によって状態が変化するので、取扱いは、実はあまり簡単ではないということも言える

と思います。アメリカでは、自然由来のＣＯ２ガス田からＥＯＲ目的でＣＯ２を輸送するパ

イプラインが昔から発達していて、長距離にわたって実際に敷設されています。しかし、Ｃ

ＣＳが大きく拡大するに伴って、新たな課題も見えてきていまして、アメリカの法規制では、

超臨界状態の輸送で輸送されるＣＯ２が規制の対象になっていますけれども、それ以外の状

態では、規定がまだアメリカでも無いといった状況です。日本では、パイプライン建設は小

規模だとはいうものの、ＣＯ２は圧力温度条件によって取扱いが難しく、特に三重点近くに

なると、ちょっとした変化で、例えばドライアイスになってしまうという場合もあるので、

保安規則は専門家の意見を十分取り入れて策定されるべきだと思います。 

 以上、２点コメントをさせていただきました。ありがとうございます。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。 

 続きまして、西村委員、お願いできますでしょうか。 
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○西村委員 

 非常に分かりやすいプレゼンテーションをありがとうございました。 

 私からは１点だけなのですけれども、今日、環境省さんから検討会についてご紹介いただ

きましたけれども、環境省さんで行っているロンドン議定書、海防法に基づくモニタリング

制度と、今日、事務局からご紹介いただいた新たな保安規制について、統合することをお考

えと従来からご案内いただいていますけれども、事業の円滑な実施の観点から、ぜひこの点

について、引き続きご検討を進めていただけたら幸いです。 

 その際に、保安や環境保全といったように規制には複数の側面が含まれ得ますが、それぞ

れの場合において、ステークホルダーが完全には一致しないという可能性もあるかもしれ

ません。とりわけ将来的に排他的経済水域に出ていって、そこでＣＣＳ事業を展開する場合

のステークホルダーの範囲をどう捉えるかも考慮に入れて整理をしていただけたらよいか

と思います。 

 

○大橋座長 

 ありがとうございます。 

 続きまして、平野委員、お願いします。 

○平野委員 

 早稲田大学の平野です。簡単に３点ほど申し上げます。 

 本日のご説明、よく分かりましたが、まずは規制ということに関しましては、事業者の観

点から申し上げますと、言うまでもないことですが、二重規制というものをできる限り回避

するということが求められています。そういう意味におきましては、経済産業省、環境省間

の間において連携を取っていただき、整合性があり、なおかつ規制の二重性というものが排

除できるような形で、ぜひ進めていただきたいということがございます。 

 それから、結果として、モニタリングコストそのものがやはり過大にならないということ

が極めて重要だろうということを思います。 

 ２点目、安全性懸念への対応ということ、これは当然かと思います。そういう中において、

仮に二酸化炭素というものが大規模リークした場合といったときの海上と陸上への影響と。

これらは既に研究も進んでおり、あるいは、海外等においては事例等もあるかもしれません。

そうしたことをお示しいただいて、実際にこのＣＯ２のリーケージというのがどれぐらいの

影響というのをもたらすのか、どのような損害というものが想定されるのかということ、こ

れをちゃんと科学的に見せていただくということによって、おのずと議論の重点というも

の、あるいは安全性の懸念ということに関しましても、一定の解決の方向性というのが見え

てくるのではないかというふうに思います。 

 最後に、３点目として、ＣＣＳを受け入れていただける苫小牧さんのお話がございました

けども、受入地に対するインセンティブというのをどのように考えていくのかということ

も論点かというふうに思いますので、提起させていただきます。 
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 私からは以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。 

 続いて、山田委員、お願いします。 

○山田委員 

 ありがとうございます。私からは、３点申し上げたいと存じます。 

 まず、ＪＯＧＭＥＣからリスクマネジメントに関する詳細説明がございました。これは大

変すばらしい内容でありまして、当然これに沿って実施すべきであると考えます。大事なこ

とは、要するに各段階、つまり事例調査から掘削、圧入、モニタリングという、各ステップ

において、それぞれ何か実施をすることによって、新しい地下データを得ることができるこ

とです。地下データは限られておりますので、それによって不確実性が発生するわけですけ

れども、データが得られることによってモデルをアップデートできる。情報が更新されるこ

とによって、リスクに関するマネジメントを各段階でやり直すことができるのだというこ

とが大事なことであります。ですので、これをこれからある程度、公開、透明化していくと

いうことについて、留意していただければと存じます。具体的なことは別途定めることにな

ろうかと思いますけれども、ぜひご留意をいただければと存じます。これが１点目。 

 次、２点目ですけれども、ＪＣＣＳから地震との関連性について報告がございました。こ

れは、大変十分に検討していると感じます。それから、ＲＩＴＥから坑井の健全性、それか

ら地上設備に関しても丁寧な調査があるというご報告がございました。ポイントは、これら

が一般に広く周知されているかどうかということだと考えます。地下に関しては、これまで

の努力によってどのような知見が得られているのか、現状においてどのような技術が使え

るのかということも含めて、広く普及、広報、周知していくということが大事で、それによ

って地下に関するよりよい理解ということを広めていくことになるだろうと思います。こ

ういった仕組みづくりについても、ぜひご留意いただければと考えます。 

 次、３点目。今回、全般として、大規模にＣＣＳを実施するということを念頭に置いたお

話であったかと理解しておりますけれども、将来的には、全国的に中小規模のものも対象に

なってくるであろうと、そういうステージに進んでいくであろうということが考えられる

わけで、それに資するためにも、先行しているものに関する事例集的なものを作成して公開

していくということが今後の事業予見性という視点からも重要になってくるのではないか

と考えます。こういったことについて検討いただければと存じます。 

 以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。 

 続きまして、笹木委員、お願いします。 

○笹木委員 

 九州大学の笹木です。今日、いろいろご説明いただきまして、ありがとうございました。
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特に２点ほど申し上げたいと思います。 

 一つは、胆振東部地震と苫小牧のＣＣＳ実証事業との関連について、地震からＣＣＳ、貯

留されたＣＯ２への影響、それから、ＣＣＳの事業が地震を誘発したかどうかという両面か

らご検討いただいて、今回、この場合 30ｋｍ離れていて、深さも 37ｋｍほど離れていると

いうケースにおいては、両者の因果関係は、どちらもないという結論を導かれたということ、

検討の過程も含めてよく理解できました。ただ、やはり日本は地震大国で、いつどこで起こ

るか分からないというところがあるので、もっと近いときはどうなのかとか、それぞれ一つ

ずつのケーススタディをこれからも蓄積していただきたいと思っております。 

 もう一点は、最初にＪＯＧＭＥＣからご報告がありましたＣＯ２の貯留の過程ですが、物

理的な固定から化学的な固定へ移行するお話に基づいて、もっと貯留の安定性の平衡を積

極的にずらす方法として、地下に化学的な固定を促進する材、例えば酸化カルシウムとか酸

化マグネシウムの添加といった研究例がありますが、そういうものを入れるというお考え

もあるかと思いますが、もっと先進的な技術として、多孔性配位高分子構造体（ＭＯＦ）な

ども主にＣＯ２ガス分離を目的として開発されている材料ではありますが、これらの必要性

の検討も今後進めていただければと思います。 

 私からは以上になります。 

○大橋座長 

 ありがとうございました。 

 続いて、澁谷委員、お願いします。 

○澁谷委員 

 澁谷でございます。私のほうからは、今日のプレゼンテーションの地震のほうで１点と、

あと保安のほうで２点ございます。 

 １点目の地震については、先ほど笹木委員からもおっしゃったとおり、今回のＣＣＳ事業

が地震に対してもたらす影響と地震がＣＣＳの設備に対してもたらす影響について、しっ

かり検討されているということかと思うのですけれども、一方で、比較的実証事業が少ない

割には、必ずそこで地震が起こっているということについては、少し検証が必要かなと思っ

ています。というのは、さっき冒頭でＪＯＧＭＥＣさんからのご説明にあったように、構造

のトラップというのは、ある程度地層がトラップできる構造がないといけないという観点

で見たときには、そういう地層の構造が、比較的地震が起こりやすい構造でもあるのかなと

いうふうに思いますので、その辺りも含めて、しっかり今後も検討していただきたいという

ふうに考えています。 

 保安のほうにつきましては、今回、ガス事業法と鉱山保安法を参考にされるということな

のですけれども、特にパイプライン等については、両者つながっていますので、どこからど

こまでをガス事業法を参考にして、どこからどこまでを鉱山保安法にするのかというのを

考えたときに、よく見落とされがちなのが、ちょうどその境目にある設備というのが意外と

見落としがちになりやすいので、その辺りも含めてしっかり検証を、事業法を作るときには
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検討いただきたいというふうに考えています。 

 保安についてのもう一点目は、ガス事業法が対象にしている導管の部分なのですけれど

も、比較的大規模な配管を対象にされていると思うのですけども、その中のガス漏れを検知

するのって結構簡単ではなくて、実際、都市ガスのガス事業法なんかでは、臭いをつけてガ

ス漏れを検知するということが行われているわけなのですけども、今回のＣＯ２にわざわざ

臭いをつけるということは、多分やられないと思うのですけども、逆に可燃性もなく爆発性

もないガスであるがゆえに、意外と漏えいに気づきにくいというデメリットもあるかと思

います。先ほど南坊委員からもご指摘があったように、取扱いも比較的厄介なガスでもある

ので、安易に燃えない、爆発しないから安全装置等を外せばよいという話ではなくて、しっ

かり議論した上で安全対策を進めていっていただければと考えております。 

 私のほうからは以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。 

 続いて、島委員、お願いします。 

○島委員 

 

 森・濱田松本法律事務所の島でございます。本日、ＪＯＧＭＥＣさん、ＲＩＴＥさん、苫

小牧市さんなど、いろいろご説明をいただきまして、ありがとうございました。貯留の安全

性や住民理解に関する具体的な取組について理解が深まりました。 

 私からは、資料７について１点コメントをさせていただきます。主に貯留事業のほうの保

安に関してなのですけれども、資料では鉱山保安法に関して、鉱山の現況を踏まえて講ずべ

き必要な措置について策定するということで、基本的にリスクベースの考え方に則ってい

るのかなと受け止めました。昨今の産業保安の考え方や人的リソースといったことを考え

ると、そのこと自体に特段違和感はございません。 

一方で、保安の具体的な内容や程度については技術系の先生方のご意見に委ねたいと思い

ますが、そうやって定めた保安の内容は、事業者の説明責任の一端を形成する。そして、殊

にＣＣＳに関しては、社会的受容性を醸成するときの大事なツールになってくると同時に

事業コストにも跳ねてくる、という理解でおります。 

 こういった保安の内容・程度の波及効果を考えたとき、資料７の貯留に関して外部有識者

の知見を取り入れるプロセスを設けることとしてはどうかという記載が実際どういったイ

ンパクトを持つのかが分かりませんでしたので、今後の検討の中などでお示ししていって

いただければと思います。例えば、期間に関して、先ほど薛さんから、貯留の圧力のリスク

プロファイルなどのご説明もありましたけれども、リスクが低減する期間を対象として考

えているのかや、外部有識者の位置づけ、どういった方々を想定されていて、事業を進める

上でどういったオーソリティを持つのか・持たないのか。また、事業コストとの関係では、

それらの方々に単発で意見を伺っていく形になるのか、それとも長期の業務委託のような
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形になっていくのか、この辺りをより明確にしないと、事業者の説明責任、社会的受容性、

事業コストの算定というところも進まないかと思いますので、明確にしていただければと

思います。 

以上です。 

○大橋座長 

 続いて、寺下委員、お願いできますでしょうか。 

○寺下委員 

 寺下です。保安につきましては、パイプラインと地下注入をガス事業法や鉱山保安法に準

じた制度でカバーして、分離・回収や車両輸送を現行制度で規制することについては、特に

異論はございません。国や自治体の役割分担につきましては、恐らくガス事業法などと同様

に、多くの部分を国が所管するイメージなのかと思っております。その辺りについても、今

後示していただければありがたいと思っています。 

 また、ＣＯ２の特性に応じた保安に関する具体な基準につきましては、省令等のレベルで

整理されるのかなと思っておりますけれども、現在ではあまり想定されない不純物を多く

含む低純度のガスの輸送も想定されるかと思いますので、専門的な見地から検討を進めて

いただければと思います。 

 以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。 

続いて、原田委員、お願いできますでしょうか。 

○原田委員 

 政策投資銀行の原田でございます。 

私も皆様と同様、資料７については、事務局案について、全体的に妥当だと思いますし、

あとＣＯ２貯蔵とＥＯＲの類似性ですとか、導管輸送の共通性から、鉱山保安法、ガス事業

法をベースにするということにも賛同いたします。その上で三つほど申し上げたいと思い

ます。 

まず一つ目、今回、二つの地震との関連が認められないということを検証していただき、

非常によかったなと思います。また、特に苫小牧では、迅速にこの結果をステークホルダー

と共有されたということは、非常にすばらしいと思っております。 

ただ、一方で、このような科学的な説明と実際に皆様に納得いただくというコミュニケー

ションは異なりますので、今後とも一般の関係者にも分かりやすい説明を続けていただけ

ればというふうに思っております。今回、特に海洋への漏えいの場合について、海水が酸性

化することによる海洋生態系への影響などのご説明は特にございませんでしたけれども、

これもしっかりご説明いただければと思いますし、何か既に事例とかの事象があれば、ぜひ

共有いただきたいと思います。 

２点目、皆様もご指摘ですけれども、状態変化ですとか腐食性の問題、ＣＯ２は、特に導
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管輸送の場合にあるというふうに認識しております。そのためにステンレス等の耐腐食性

がある鋼材を利用していくということになると思いますけれども、この際、もちろん安全性

というのは大前提なのですが、事業性を担保するという観点から、過剰な要求にならないよ

うに妥当な規制をかけるということをぜひご検討いただきたいと思いますし、今後、まずは

安全サイドに沿ってやっていくということだとしても、事業が進むにつれて、規制の妥当性

を検証していただくような、必要であれば実証実験などもぜひしていただきたいというふ

うに思います。 

最後、まさに金子さんがご指摘くださったように、私も赤道原則、ＩＦＣパフォーマンス

スタンダードに準拠していただくということが非常に重要と思います。これ、環境アセスか

ら開発段階、それからモニタリングの各段階において、このスタンダードに準拠していただ

くということがプロジェクトファイナンス組成上の必要条件になりますので、今後、制度を

つくっていく際にしっかり参照していただければというふうに思います。 

以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。 

続いて、久本委員、お願いします。 

○久本委員 

 特別民間法人高圧ガス保安協会の久本でございます。私のほうからは、保安に関連した事

務局資料について、３点意見を申し上げます。 

 １点目は、貯留事業についてです。貯留事業の保安規制を新法で手当てするに当たり、４

ページでは、鉱山保安法を参考とした措置の導入が記載されておりますが、苫小牧のＣＣＳ

実証では、コンプレッサーや配管等の地上設備については、高圧ガス保安法を適用していま

す。新法では、地上設備と地下の貯留層の保安を国が一体として見るとしても、地上設備の

保安を確保するための技術基準については、高圧ガス保安法の安全対策を最低限遵守し、そ

の上で、鉱山保安法上で求められる安全対策を組み合わせるべきというふうに考えており

ます。特に、貯留事業の特性を踏まえた対応として、運転時の状態監視や異常時の緊急遮断

等に万全を期すべきというふうに考えております。 

 ２点目は、導管輸送についてでございます。６ページでは、ガス事業法を参考とした措置

の導入とＣＯ２の特性を踏まえた対応が記載をされております。導管による大量かつ長距離

のＣＯ２輸送は、これまで経験がないことから、その安全性については十分な検討が必要で

す。アメリカでは、2020年にミシシッピ州で起きたＣＯ２パイプラインの破断事故によりま

して、ＣＯ２が近隣集落に流出し、住民が病院に搬送されるなどの被害が出ております。こ

れを受けまして、アメリカの運輸省パイプライン・危険物安全局では、来年の提案を目指し

てＣＯ２パイプラインの安全規制の見直しに取り組んでおります。そのほか、幾つかのパイ

プラインのプロジェクトに係ります許可申請が棄却される事例が生じているというふうに

承知しております。大量かつ長距離のＣＯ２の導管輸送が想定されるＣＣＳ事業では、諸外
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国の動向を把握するとともに、ＣＯ２の特性を踏まえた技術基準を検討する必要があるとい

うふうに考えております。また、特に超臨界のような高圧での輸送につきましては、漏えい

等により大量のＣＯ２が大気中に放出される際の影響も十分に考慮した安全対策とする必

要があることから、安全性に確信が持てるまでは見合わせる必要があるというふうに考え

ております。 

 ３点目は、第三者機関の活用についてです。並行して別の審議会で議論されている水素の

保安に関しましては、第三者機関の活用が議論されております。ＣＣＳ事業の保安について

も、第三者機関を活用していただきたいと思います。ＫＨＫも保安の専門機関の立場から、

ＣＣＳ事業の保安に貢献していきたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。 

続いて、古井委員、お願いします。 

○古井委員 

 早稲田大学の古井です。おはようございます。本日は多岐にわたるテーマについてご説明

をいただき、ありがとうございます。 

 まず、ヒアリングの冒頭で、ＪＯＧＭＥＣのほうから、ＣＯ２貯留メカニズムやリスクマ

ネジメントのお話がありました。本日ご説明いただきましたような地下評価技術、モデリン

グ、シミュレーション技術を活用して、ＣＣＳにおける二酸化炭素の圧入、貯留リスク、漏

えいや、誘発地震のリスクを低減することになると思います。これらの技術は、従来の石油

開発の技術がベースとなっていますので、ある程度確立した手法と言えますが、ＣＣＳでは、

比較的浅い層への流体の圧入だったり、モニタリングの期間が長くなるなど、異なる点もあ

りますので、そういった部分については、事業と並行して必要となる研究開発を今後も継続

いていく必要があると思います。 

 次に、漏えいや地震への懸念についてですけれども、社会的にも非常に関心の高いものだ

と思います。本日、苫小牧や長岡での調査結果などについてご説明を頂きましたが、日本は、

地震の多い国ですので、今後実施されるＣＣＳ事業においても、操業中に周辺で地震が発生

することは十分に予想されます。苫小牧や長岡でも、地震と圧入の因果関係を調査するのに

様々な検討がなされたと説明がありましたが、こういった因果関係の調査にどのくらいの

範囲、どの程度の精度のモニタリングデータが必要となるかなど、過去の事例を整理して、

今後のモニタリング計画等に生かしてもらうことが求められると思います。 

 また、操業中のモニタリングデータを広く公開するなどして、情報の透明性を社会に示し

ていくという取組も必要になってくるかと思います。 

 後半の部分で、苫小牧を例とした住民理解への取組についてのお話もありましたけれど

も、社会的受容性の構築というものがＣＣＳの事業化には一番重要な課題だと思っていま

す。現状では、ＣＣＳの認知度というのは、社会的にはまだまだ低いと思っています。第一
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歩として、ＣＣＳを社会に広く知ってもらう啓蒙活動などが、社会的受容性の構築に繋がる

と思います。 

 次に、二酸化炭素の圧入、貯留の基礎となる地下開発技術についてですが、本日ＪＯＧＭ

ＥＣから紹介いただいた諸々の技術は、専門家でない方にはなかなか分かりにくいといっ

た面もあるかと思いますので、貯留層評価技術等をできるだけ分かりやすく説明する取り

組みも必要だと思います。広く技術を理解してもらうことで、ＣＣＳへの信頼性も向上して

いくと思いますので、今後、モニタリング等、様々なデータが取得されて、そういったデー

タも公開される可能性を考えますと、様々な方面からの住民理解への取組を進めることで、

ＣＣＳへの安心感や技術への理解というのが広がると思いますので、今後も引き続きご検

討いただければと思います。 

 私からは以上となります。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。 

続いて、辻健委員、お願いできますでしょうか。 

○辻健委員 

 まず、ＪＯＧＭＥＣのＣＯ２貯留メカリズムのリスクマネジメントについてです。貯留層

シミュレーションを行って安全性を、将来を予測するというプロセスを行うのですけれど

も、そこに地質モデルの精緻化というのが必要になってきます。地質モデルの精緻化をする

上で、地震探査データを取得して調査井を掘削する必要があるのですけれども、それらには

やはり非常に大きなコストがかかってしまう。しかし、どれぐらいコストをかけて地質モデ

ルを構築するかというのは、ＣＯ２貯留層の環境、地質条件に強く依存すると思っています。

ですから、同じデータがあればオーケーという、そんな簡単な話にはならないのではないか

なと思います。 

 そこで、どこまで地質モデルを精緻化するかどうかというのは、審査機関の役割が重要に

なってくるのかなと思っております。そのような審査機関はＪＯＧＭＥＣになるのかもし

れませんが、事業者と風通しのよい環境を保持して、安全性をもちろん重視する、それが一

番重要なです。建設的にコンストラクティブな議論、意見交換を行って、それぞれのＣＯ２

貯留サイトに適当な地質モデルの構築とか、そのサイトに適切なモニタリングスキーム、そ

ういうものを一緒に考えていくというような役割を担う、そういう審査機関が必要だと思

います。 

 それで、２点目ですけれども、今日は、もしかしたら話題には上がらなかったかもしれま

せんが、モニタリング期間が非常に長いのは結構大変だと思っています。例えば 1,000 年

間、モニタリングでＣＯ２の挙動を調べるというのは、なかなか現実的には難しいのかなと

思っております。技術の発達によって、そもそも 1,000年後というのは、多分違うモニタリ

ング技術も出てきていると思いますし、1,000年間のモニタリングを設計すると一気にコス

トが跳ね上がってしまうので、なかなか動きにくいのではないかなと思います。ですから、
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モニタリングの終了時期というのは、ＣＯ２が将来どのように動いていくかというのを予測

するシミュレーションがありますけれども、ＣＯ２の挙動と同じようなモニタリングデータ

が得られれば、そこで終了するというような、そういうスキームを取っていく必要があると

思います。そこでも、やはり審査機関の役割というのが重要になってくるのではないかなと

思います。 

 最後に、今日、ＣＯ２と地震の関係があったと思いますけれども、科学的な定量的なデー

タを示して、その関係を評価するというのは非常に重要になってくると思っています。デー

タに基づかない説明というのは誤解を生むので、住民からの理解も得られないのではない

かなと思います。我々の研究室も科学的にＣＯ２の誘発地震と自然地震を区別しようという

研究もしているのですけれども、最近の研究で、自然地震のトリガーとなる因子、具体的に

は水圧の変化なのですが、それとＣＯ２貯留による水圧の変化を比較する方法があると思い

ます。苫小牧の結果もよく似た方法を使っています。そういう方法で定量的な議論も可能に

なってくるのではないかなと思っております。 

 一方で、これらの議論は結構難しくて、国民に理解していただくためにも、ＣＣＳや地震

のことを国民にもっと理解してもらう機会をつくるべきだと思っています。私も大学にい

る者として、こういうアウトリーチ活動を行っていきたいと思います。 

 以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございました。 

 以上で、委員の方のご発言は全ていただいたのかなと思っています。 

 よって、よろしければ、続いてオブザーバーの方々からご発言をさせていただきたいと思

いますが、順番は委員と同様、また名簿順でお願いできればと思っています。冒頭でも申し

上げましたが、お一人２分以内ということで、ご協力をお願いできれば幸いです。 

 それでは、最初に、一般社団法人セメント協会、細田様からお願いできますでしょうか。 

○細田オブザーバー 

 セメント協会の生産・環境幹事長をしています細田でございます。本日はお時間頂戴いた

しまして、ありがとうございます。一つが質問で、一つお願いがございます。 

 １点、質問でございますけども、冒頭、ＪＯＧＭＥＣ様から、ＣＯ２の貯留メカニズムの

経時変化のご説明をいただきましたけれども、その横軸が対数目盛となっているというこ

とから察するとおり、この事業は 100年ないしそれ以上の時間軸を持つ事業であります。ガ

スの漏えい等それぞれの時間軸でどのような責任があるのか？おいおいご教授いただきた

いと思ます。 

 もう一つ、お願いがございます。セメント業界では、廃棄物・副産物の使用を従前より進

めておりまして、22 年度で 2,500 万トンの廃棄物または副産物を活用してセメントを製造

しております。その 30％ほどは、海岸から数十ｋｍ離れた内陸工場で生産しておりますが、

それぞれの内陸工場も地域の経済圏と密接に関係して、その業を営んでおります。その内陸
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工場の取扱いが今回のＣＣＳのポイントとセメント協会では考えてございますけども、海

域へのガスの送ガスというところについては、専属のパイプラインがまず必要ということ。

あるいは、そのパイプラインの敷設については、住民のご理解が必要といったこと。くわえ

て、そのパイプラインでＣＯ２を送るには、相当程度のＣＯ２を分離・回収する必要がある

ということ。内陸の海岸から離れたサイトからのインフラ整備というところも、併せてご検

討のほどよろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。 

 続いて、石油連盟、奥田様、お願いします。 

○奥田オブザーバー 

 石油連盟の奥田でございます。１点、資料７の保安について意見を申し上げます。 

 今回の新法では、貯留事業と導管輸送事業について、既存の保安規制を参考に規制を検討

するとの方向性が出ておりますけども、これに賛同いたします。 

 その上で、導管輸送においては、長期ロードマップの取りまとめにおいても、長距離大容

量輸送などでコスト面での優位性があり、コスト低減の効果が大きいと見込まれるとされ

ております超臨界状態でのＣＯ２輸送について、今日、何人かの委員からもご意見が出まし

たけれども、やはりパイプライン敷設地域の条件に配慮をしながら、この状態での輸送が可

能となる形で制度設計をいただくようお願いをいたします。 

 以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。 

 続いて、石油鉱業連盟の川口様、お願いします。 

○川口オブザーバー 

 石油鉱業連盟の川口でございます。本日の経済産業省からのご説明に対しては、基本的に

賛同いたします。 

 その上で、これは何人もほかの委員からもご指摘がありますように、二重規制について、

とりわけ海防法との二重規制は排除していただき、ＣＣＳ事業法に一元化していただくと

いうことを強く要望いたします。 

 また、貯留終了後のモニタリングについては、その内容については、適切な内容にすると

いうことでございますが、その責任移管の時点につきましては、本日、ＪＯＧＭＥＣからア

ルバータ州の例のご説明がありましたが、アルバータ州のように原則 10年、ないしは、７

年という一定の期間を設けた上で、挙動が安定しているということが専門的、客観的に説明

できる状態であれば、さらに短縮できるというのが合理的な移管の考え方ではないかと思

います。 

 それから、３番目に、先ほど奥田委員からもご指摘がありましたが、海外でも超臨界状態



32 

での輸送というのは、既に認められている状況でございまして、これも科学的、専門的な見

地から検討していただき、適切な規制体系をつくった上で我が国でも認めていただきたい

と思います。 

 また、今回の検討の射程に入っておりますが、ＣＯ２を今後、海外へ輸出する、海外で貯

留するという事業形態は既に想定されておりますので、それも十分検討対象に含めた上で

の規制体系の構築をよろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

○大橋座長 

 ありがとうございました。 

 続いて、日本ＣＣＳ調査株式会社、川端様、お願いします。 

○川端オブザーバー 

 川端でございます。地震の報告につきまして、南坊委員、山田委員、それから原田委員を

はじめ、多数の委員の皆様からのサポーティブなコメント、ありがとうございました。 

 山田委員からご指摘のありました周知につきましても、当社、取り組んでおりまして、報

告書についても公表させていただいております。ぜひこういった報告書が出ているよとい

うことを各委員の皆様におかれましても、何かネガティブな話等があった場合に、周知にご

協力をいただけますと幸いでございます。 

 それから、笹木委員から、もっと震源が近い場合などのケーススタディについてのご指摘

をいただいたと思います。こういった点については、そもそもＪＯＧＭＥＣさんのご説明の

中にもありましたけれども、そもそも地震多発地域というか、近くで大きな地震が起こって

いるようなところではＣＣＳを実施しないというのがサイトスクリーニングの段階で行わ

れるというのが通常だと考えておりますので、そういったことで防いでいくということな

のではないかなと理解をしているところです。 

 私からは以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。 

 続いて、一般社団法人日本ガス協会の野口様の代理で工月様、お願いします。 

○工月様（野口オブザーバー代理） 

 日本ガス協会の工月でございます。本日、都合により代わって参加させていただいており

ます。資料のご説明、ありがとうございます。弊会から２点発言させていただきます。 

 １点目ですが、資料７の２ページとか６ページにありますとおり、導管輸送事業について、

貯留事業とともに新たに体系的に主要な保安制度を措置するという本日のご説明の方針に

賛同いたします。 

 ２点目ですが、前回、私ども本協議会でご説明させていただきましたとおり、ガス業界も

ＣＣＳにも取り組もうとしておりますが、回収したＣＯ２、これを原料としてｅ－メタンを

製造することにも注力をしております。回収されて輸送されるＣＯ２というのがＣＣＳで送
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られることのみならず、ＣＣＵにも大いに関係があると考えておりまして、こうしたことも

踏まえたカーボンマネジメント小委員会で、このＣＣＵについてもお取上げいただいて、ご

検討をお願いしたいというふうに思います。 

 以上でございます。 

○大橋座長 

 ありがとうございました。 

 続いて、日本製紙連合会、先名様、お願いします。 

○先名オブザーバー 

 日本製紙連合会の先名でございます。 

 本日は、ＣＯ２貯留メカニズムとリスクマネジメント及び保安の考え方、または地震との

関連性につきましてご説明いただきまして、どうもありがとうございました。よく分かりま

した。 

 特に、地震に関連しましては、中越地震後のＣＯ２貯留状況と安全性、また北海道胆振東

部地震と苫小牧ＣＣＳ実証実験の関連性につきまして、基本的に関連はないということが

よく定量的に分かりました。 

 なお、今後、日本国内でのＣＣＳの普及を考えた場合に一般の国民の方、特にＣＣＳのこ

とをよく理解されない方とか、ＣＣＳに懐疑的な方につきましても地震との関連性につき

まして、安全性というのを定量的に皆さんによく分かるように、さらに説明していただけれ

ば、国民理解が深まるものと考えております。 

 以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございました。 

 続いて、産業技術総合研究所地質調査総合センターの中尾様、お願いできますでしょうか。 

○中尾オブザーバー 

 産総研、中尾でございます。二つコメントがありまして、一つ目が地震の関連性について

です。日本ＣＣＳ調査会社の川端さん、ＲＩＴＥの薛さんが、関連性がないということでご

説明されていたので、賛同いたします。 

 やはりＣＯ２の圧入による応力の影響が、地震が発生した震源に対して、地球潮汐の影響

よりも小さいということを定量的に示していくということが、関連性がないことの根拠の

一つとして示す、効果的なことだと思った次第です。 

 また、社会的受容性の観点から、圧入をするサイトの特性等、坑井の配置等も考えて、地

震のモニタリングを十分過ぎるほど注意を払ってやっていくことが、この二つの実証サイ

トの結果から見て、必要なことと思った次第です。 

 二つ目のコメントですけども、環境省様のほうで海防法の検討会を今後行っていくとい

うことでよろしいかと思います。すでにアミン吸収法によるＣＯ２の濃度が規定されていま

すが、圧入するＣＯ２流入のＣＯ２濃度や他のガスの組成のことについても、今一度検討し
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ていただければと思いました。 

 以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございます。 

 続いて、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構、福永様、お願いします。 

○福永オブザーバー 

 ＮＥＤＯの福永と申します。ＮＥＤＯからは２点申し上げたいと思います。 

 一つは、本日発表もございましたけれども、苫小牧のＣＣＳ事業、ＣＯ２の輸送船事業、

それからＣＣＵＳに関する技術調査などについて、ＣＣＵＳ研究開発・実証関連事業として

2018 年から 26 年にかけて実施をしてございます。本日ご紹介のあった苫小牧のＣＣＵＳ、

ＣＯ２貯留技術については、発表のございました日本ＣＣＳ様、それからＲＩＴＥ様などの

関係者に実施をいただいているものです。これまでのモニタリングで、苫小牧についてはＣ

Ｏ２の漏出などないことは確認されておりますけれども、今後も技術的観点のみならず、社

会的、あるいは経営的な側面からも、これまで実証を行ってきたモニタリングの技術の整理

を行って、モニタリングプランを作成いたしまして、広く社会の理解を得ていきたいと考え

てございます。 

 もう一つは、このＣＣＳに加えて、ＣＯ２の分離・回収、それから輸送の技術開発という

のも非常に重要になってまいります。これについても、ＮＥＤＯでは様々な取組を行ってお

りまして、特にＣＯ２の輸送事業については、本日ＣＯ２の輸送船が竣工いたしまして、船

主に引き渡されるというところでございます。このＣＯ２輸送船によって来年度以降、京都

府舞鶴の関西電力の石炭発電所から出たＣＯ２を分離・回収し、苫小牧との間を輸送すると

いう実証実験も行う予定でございます。こうした取組を通じて、2030 年のＣＣＳの事業化

に向けた技術開発、環境整備をＮＥＤＯとしても進めてまいりたいと思います。 

 以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございました。 

 続いて、天然ガス鉱業会、野中様の代理で戸田様、お願いします。 

○戸田様（野中オブザーバー代理） 

 天然ガス鉱業会の戸田です。野中に代わりまして参加させていただいております。 

 私から１点ですが、資料７のＣＣＳにおける保安の考え方のところで、４ページにＣＯ２

貯留事業に係る保安規制の基本的な考え方というのがあって、ＣＯ２貯留事業の特性を踏ま

えた対応が必要ではないかということで、地下の構造・状況等を考慮することが必要とされ

ています。これらの制約は遵守するとして、一つの例なのですが、ＥＯＲ・ＥＧＲ、その上

の図面にもありますように、工場からのＣＯ２を使って事業を行うようになっていまして、

最初、ＥＯＲ・ＥＧＲ、油ガスを取り出す事業を行っていて、もう取り出せるだけ取り出し

た後、生産終了して、引き続き同じ構造を利用してＣＣＳ事業を行いたいというようなこと
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も考えられます。そうなった場合、工場等からＣＯ２の排出は続いているわけですし、許認

可関係、施業案とか、そういったものも含めて、鉱山保安法からＣＣＳ事業法の適用に移行

するわけですが、それがスムーズに行えるようにしていただけたらと思います。 

 以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございました。 

 続きまして、独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構、和久田様、お願いいたします。 

○和久田オブザーバー 

 ＪＯＧＭＥＣの和久田でございます。私からは２点申し上げたいと思います。 

 １点目は貯留事業のリスク管理の在り方です。これは私どもＪＯＧＭＥＣのほうから、冒

頭、説明もございましたけれども、貯留事業実施期間中は、例えば米国のＤＯＥのやり方も

同様ですけれども、貯留事業者に対しまして、リスクの洗い出しをして、マネジメント計画

とかモニタリングの実施とか、その結果の検証とかシミュレーションへのさらなる反映と

か、こうした一連のプロセスの反復・継続を求めていまして、それによってリスクをコント

ロールしていく形となります。また、貯留事業の終了後も、行政当局に最終移管するに際し

ては、貯留事業者によって一定期間のモニタリング結果から、ＣＯ２の挙動の安定性が確認

をされて、十分にリスク低減がされたことが前提となって、それを行政当局が確認をすると

いうことが必要かなと思っています。 

 したがって、行政機関による規制というのは、アプリオリにモニタリング期間の数字を決

めて、それに一方的に事業者が従うという形式ではなくて、むしろ行政機関と事業者が密接

に対話を行って、それでモニタリング期間の短縮とか最適化、こういったものを行うという

ことで、効率的な、効果的な事業管理が可能になってくると思っています。 

 先ほど辻委員のほうから、地質モデルの精緻化とか、シミュレーション分析によって挙動

安定化の確認みたいな話もありましたけれども、そういったものも、適切に行政機関が確認

していくことが必要かなと思っています。そのためには、行政機関のほうに事業者からの計

画を適切に評価して、判断をして対話を行うという、そういう言わばインタラクティブな規

制を実施できる能力が必要になってくると思っています。そのためには、行政機関側の体制

の整備が極めて重要になってくると思います。 

 それから、２点目ですけれども、これはむしろ前回の議論になった点ですけれども、ＪＯ

ＧＭＥＣへの業務移管後の財政措置について、改めて申し上げたいと思います。 

 貯留事業実施後の管理業務に充てるための資金確保、これはＪＯＧＭＥＣに基金を設け

て、貯留事業者からの必要な引当金を積み上げるという案が前回示されましたけれども、拠

出金というのは、事業者によって適切に積み立てられる必要があって、そのためには長期の

物価の変動とか、それから技術の進歩、こういったものに応じて事業者が毎年積み立てるべ

き金額を定期的に見直しをして、過不足ない金額を積み立てる仕組みが必要です。その上で、

なお予期せざる事態が生じる可能性はあるので、費用不足の場合に是正処置ができなくな
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るという事態は避ける必要があるので、そうした際には、国が予算措置を講じて、その費用

を工面できる、そういった制度を構築すべきと思っております。 

 以上です。 

○大橋座長 

 ありがとうございました。 

 続きまして、一般社団法人日本化学工業協会の半田様、お願いします。 

○半田オブザーバー 

 半田でございます。ご説明ありがとうございました。 

 資料７について、全体像と制度的措置について体制的に措置を講ずるということで、全く

異論のないところでございます。ただ、澁谷委員、あるいは久本委員からもコメントがあり

ましたけども、取り合いの部分であったり、あるいは既存の法律との整合性という部分、な

かんずく技術基準については、その境界で全く異なるようなことがあっては混乱を起こす

ばかりとなりますので、その辺の整合性についてもご配慮いただければありがたいと思い

ます。 

 以上でございます。 

○大橋座長 

 ありがとうございました。 

 続いて、公益財団法人地球環境産業技術研究機構の本庄様、お願いします。 

○本庄オブザーバー 

 ありがとうございます。ＲＩＴＥの本庄でございます。私からは２点コメントしたいと思

います。 

 １点目が保安についての考え方でございます。事務局のほうから、事業規制と保安規制を

一体化した法制を考えておられるということでございますので、ぜひこれは早期に実現し

ていただきたいと思います。といいますのも、ＲＩＴＥが入っております二酸化炭素地中貯

留技術研究組合、この組合員の中のある１社が、先日の研究会のときに発表しておりました

けども、こう言っては失礼なのですけども、鉱業法と鉱山保安法の谷間みたいなところに落

ち込んでしまって、その会社が持っている水溶性ガス田にＣＯ２を貯留するという実証事業

ができなかったということで、新法ができないと地中貯留ができないということだそうで

すので、ぜひ早く早期の実現をお願いしたいと思います。その際、委員の皆さん、異口同音

におっしゃっていましたけども、海洋汚染等防止法と一体となった規制の枠組みにしてい

ただきたいと思います。 

 それから、２点目は、委員の方からもご指摘がございましたけども、大規模貯留以外の中

小規模の貯留というのも将来考えられる。したがって、中小規模でＣＣＳ事業をやられる方

にとって、事例集みたいなものがあるとありがたいというコメントをいただきましたが、ま

さしくこの二酸化炭素地中貯留技術研究組合で事例集づくりをしておりまして、今年度で

完成する予定でございますので、これをぜひ普及していきたいというふうに思っておりま
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す。 

 以上でございます。 

○大橋座長 

 はい、ありがとうございました。 

 続いて、日本労働組合総連合会、山口様、お願いします。 

○山口オブザーバー 

 連合の山口です。資料７の保安に関して、労働者と住民の安全確保の視点から意見を４点

申し上げます。 

 １点目は労働者の安全確保についてです。今回、貯留事業について、労働安全に関しては

安衛法の下で監督することとしてはどうかと提案がなされました。ＣＣＳ事業はＣＯ２を扱

い、圧入などを行う特性上、貯留のみならず、分離・回収や輸送をも含めて、窒息や爆発等

のリスクがあるとされています。仮に安衛法での対応を基本とするとしても、事業全体にわ

たって労働者の安全が万全に確保されるよう、安全確保の在り方について引き続き検討を

深める必要があると考えます。 

 ２点目はガス組成についてです。前回、複数の委員からＣＯ２の純度や不純物について発

言があったところですが、ガスの組成によっては輸送や貯留のシステムが劣化すると指摘

されています。ガスの基準を検討する際は、導管が破断して、労働者や住民が被害を受ける

ことがないよう、安全面に十分配慮していただきたいと思います。 

 ３点目は住民等への説明、協議についてです。前回、住民等への説明と合意形成について

も論点を整理し、事業法に盛り込む事項を検討すべきと発言いたしました。この点について

は再エネ海域法の協議会の規定なども参考にしつつ、立地前から保安までの各段階にわた

り、地域の住民や事業者等との関係者と対話や協議を行う場を設置することを制度的に担

保することも検討する必要があるのではないかと考えます。 

 ４点目は貯留事業に関し、保安統括者等の選任義務を課すことについてです。選任義務を

課すことは適当と考えますが、今後、具体的な資格要件等を検討する際は安全確保を前提に、

なるべく既存の資格や制度を使えるようにするなど、事業者に過度な負担がかかって選任

が困難になるようなことがないよう配慮していただきたいと思います。 

 以上です。ありがとうございました。 

○大橋座長 

 はい、ありがとうございます。 

 続いて、一般財団法人エンジニアリング協会、月舘様の代理で那須様、お願いします。 

○那須様（月舘オブザーバー代理） 

 はい、すみません。本日、事務局長、出張のため、代理で出席させていただいております

那須でございます。本日、多様な説明、非常に理解が進みました。ありがとうございます。 

 私たちは協会としても本日は保安のご説明、監理官からございましたけども、賛同してお

ります。コントラクターとしていろいろ培ってきた経験を国の施策づくりに役立てていた
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だければと思いますので、今後とも勉強していきたいと思います。本日はどうもありがとう

ございました。 

○大橋座長 

 はい、ありがとうございます。 

 続きまして、一般財団法人日本ガス機器検査協会、松田様、お願いします。 

○松田オブザーバー 

 はい、日本ガス機器検査協会の松田でございます。本日は分かりやすいご説明、どうもあ

りがとうございました。私は資料７のＣＣＳにおける保安の考え方について賛成の立場か

ら、ＣＣＳ輸送導管事業の保安監督について発言をさせていただきたいというふうに思い

ます。 

 資料の中で、ＣＣＳ輸送事業の保安規制を制定するに当たり、それを踏まえようと提案さ

れているガス事業、この中では、そのガス導管などの工作物の保安監督を担う国家資格を持

ったガス主任技術者の配備を事業者に義務づけるということで、自主保安の有効性を高め

ることができているというふうに考えております。今回、ＣＣＳ導管輸送事業において、ガ

ス事業の保安と同等の管理を要求し、それを自主保安ベースに実施していくということで

あれば、例えばガス主任技術者の有資格者がＣＣＳ導管の管理をするということも妥当で

あり、新たな国家資格制度を整備することなく、運用できるのではないかというふうに考え

ます。 

 そうした中で、その考え方の中で、ＣＣＳ導管には耐腐食性のような既存のガス導管とは

異なる要件が要求されることになるかもしれませんけれども、前回も発言をさせていただ

きましたけれど、ガス事業の中で実施しているように、技術基準を性能規定化し、個別の技

術については解釈例などに落としていくことで、迅速な対応ができる法体系にすることが

できるのではないかというふうに思います。 

 以上でございます。 

○大橋座長 

 はい、ありがとうございました。 

 続いて、最後となりますが、電気事業連合会、横川様、いらっしゃいますでしょうか。 

○横川オブザーバー 

 ありがとうございます。 

 私から２点ほどでございます。電気事業者でございますので、専ら排出事業者であったり、

分離・回収事業者の立場でこのＣＣＳ、ＣＣＵＳ、カーボンリサイクル事業を推進していき

たいという立場からのコメントでございます。 

 １点目が社会的な受容性です。苫小牧市様の住民理解の形成のお話がございました。こう

いった成功事例を踏まえまして、ぜひ社会的受容性の向上に資する制度のようなものを仕

組みとして入れていただけるよう、検討をお願いできたらなと思っております。分離・回収

だけでなく、輸送、貯留、各プロセスでどうしてもやはり地元対応、地元の理解活動やいろ
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んな交渉というのが重要になってまいります。そういった中で、社会的な受容性を醸成して

いくような制度というのでしょうか、そこが今回の事業法の保安の整備にあわせて、こうい

った仕組みというものの導入の検討もお願いできたらと考えております。 

 もう一点目がＣＣＳ事業法と海洋汚染等防止法の取り合い、位置づけです。二重規制のよ

うな何か保安の許認可であったり、届出上で二重の手続になってしまうことがなきように、

過度な規制が推進の阻害要因とならないような最適な法体系に整備していただけたらと思

っております。 

 以上でございます。 

○大橋座長 

 はい、ありがとうございました。 

 以上で、本日ご参加の委員、オブザーバー、全てのご参加の方々からご発言いただいたの

かなと思います。 

 ご質問等もあったかと思いますので、事務局のほうから、こうしたご指摘に対する受け止

めを含めて、コメント等をいただけますでしょうか。 

○大川鉱山・火薬類監理官 

 はい。経済産業省の事務局でございます。保安の立場から申し上げます。 

 今回幾つかご意見が出た中で、基準についていろいろご意見がありました。特に導管輸送

について、ＣＯ２の基準を定めるに当たって、いろいろと基準を、ＣＯ２の特性を踏まえて

定めるべきだと。それは不活性ガスで爆発性もないというところではありますが、腐食性だ

けでなく、その重さですとか、そういったもの、あと吸い込んだときの人体への影響につい

ても考慮すべきだというふうな話がございました。これは当然のことだと思っております。

そういったもろもろのＣＯ２の特性を踏まえて対応していくということと思っております。 

 それの中には、超臨界についても何人かの方からコメントがございました。超臨界という

状況がＣＯ２について起こり得るということも踏まえて、その対応、技術基準などを検討し

ていくというふうにしていきたいと思います。 

 二つ目としまして、島委員から有識者の検討会をしていくということについてどういう

形かというご質問がございました。これにつきましては、我々の出しました資料７の４ペー

ジに事業者が行う地下のリスクマネジメントをするに当たって、最新の技術的知見を踏ま

えてその対応をしていくと。そこでは恐らく地質の専門家の方ですとか、そういった方に入

っていただいて、委員会などでしっかりとアドバイスをいただくと、知見を取り込んでいく

ということが考えられます。その位置づけについては今後検討させていただきたいと思い

ます。 

 次に、環境省との関係、海防法ですとかそういったものについて、何人かの方からご指摘

がございました。これにつきましては、前回の資料でも申し上げさせて、出ておりましたが、

今日も環境省の方にプレゼンをしていただいております。こういった海防法との関係を含

めた、今回、我々のほうでも制度を検討していることの関係については、環境省の審議会と
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の議論も注目しながら、さらに検討していきたいというふうに思っております。 

 あと何人かの方から審査プロセス等が重要だと。一方で、それを過度にやってコストが過

重になることも考慮すべきという話がございました。ここは安全性をおろそかにすること

なく、何ができるのかということについては今後検討だと思っております。 

 あと、連合の山口委員から今回の労働安全について安衛法でカバーするとしてもそこは

しっかりと、例えば導管からＣＯ２が漏えいした場合の危険性もあるので、そこの基準はし

っかりしてほしいという話がございます。これは当然のことと思っております。導管などか

ら高濃度の、高圧のガスが漏えいしない、そのような基準にしていくべく検討していくとい

うことを考えております。 

 また、山口委員からは、保安統括者を選任するに当たって、既存の資格を有している方が

なれるように検討してはどうかというご提案がございました。ご提案を踏まえて検討して

いきたいと思っております。 

 あと、ＫＨＫの久本委員からございました、導管の輸送などについて第三者の知見を活用

するようにしてはどうかというふうなことがございました。これについてはご指摘を踏ま

えて検討させていただきたいと思います。 

 あと、そのほか、二重規制がないようにですとか、あと、導管と貯留の二つのパートがあ

るのですが、その間の保安の漏れがないように制度を構築すべきというご指摘がございま

した。これはご指摘のとおりと思います。それを踏まえて検討していきたいと思います。 

 私からは以上でございます。 

○佐伯ＣＣＳ政策室長 

 ＣＣＳ政策室の佐伯でございます。今回の保安の関係以外のご質問もたくさんいただい

ておりますので、お答えできる範囲でお答えさせていただければと思います。 

 まず、事実関係の関係ですけれども、辻先生のほうから海洋汚染等防止法と、それから今

回検討をさせていただいているＣＣＳ事業法において、届出なのか許可なのかという質問

がございました。まず、ＣＣＳも事業のこの法律、構成の枠組みについても、これは基本的

には許可によってこの権利を設定するという枠組みを想定しておりまして、事業の実施の

方法につきましても、これは認可という形で、実際には許可と同じような扱いの枠組みの中

で進めていただくということになっておりますので、これは単に事実関係ということにな

りますけど、平仄としては、両者において扱いが違うということはないと考えてございます。 

 それから、新しく今検討しているＣＣＳの包括的な枠組みにおいて、ＣＯ２はどういう位

置づけなのかということになりますけれども、こちらは特にその廃棄物なのかそうでない

のかという区別を念頭に置いているわけではなくて、地下にＣＯ２を貯留する行為そのもの

をどう考えるのかということで検討させていただいているところでございます。 

 それから、セメント協会の細田様のほうから、この責任がどういう扱いになるのかという

ことについてご質問をいただいております。こちらの責任というのは恐らく、貯留事業者が

貯留を行って、その後、安定性を確認した上で、先ほどＪＯＧＭＥＣの和久田副理事長から
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もご指摘いただきましたけども、安定性を確認してから引渡しをされるということになっ

て、長期の管理が行われるということになりますけれども、基本的に貯留事業者として、何

かその管理に瑕疵があって、結果的に故意、過失関係なく損害が発生した場合というのは、

これは損害の責任というのを負う形になるということになります。それも、その事項の発生

のタイミングというのは鉱業法を参考にいたしますと、基本的に損害発生時からというこ

とは承知されているという状況でございます。ただ、先ほどＪＯＧＭＥＣの赤井様からご説

明いただいたとおり、長期のリスクというのは、基本的にＣＯ２の貯留に当たっては圧入の

時点が一番最大のリスクがあって、その後はどんどん低下をしていくと理解されています。

これはもともとＤＯＥ、アメリカのエネルギー省の資料をベースにして参照されています。

そうした中で総合的にリスクの判断をしていくということになるのかなと考えてございま

す。 

 以上、質問あるいは事実関係についてご説明ということになりますけれども、特に今回ご

意見を多く賜ったのがモニタリングについてということだと考えております。モニタリン

グにつきましては、現行、ＪＣＣＳの川端様のほうからもご指摘いただいておりますけれど

も、苫小牧の実証ということで、これは国が研究開発の一環として行っていることになりま

すので、かなり手厚いモニタリングを行ってきています。それからＲＩＴＥの薛さんのほう

からもご説明いただいておりますけれども、これは 2005年ぐらいまで注入を実施したもの

になりますけど、これもかなり手厚いモニタリングをしております。これと比べますと事業

性の観点からこれを合理化すべきであるというご意見をたくさんいただいておりますので、

やはり国際的な水準でモニタリングはしっかりできるという範囲をしっかりと今後も追求

していきたいというふうに考えているところでございます。 

 モニタリングで、特にご指摘をいただいた中で申し上げますと、これはいろんな論点に関

わってくると思うのですけれども、モニタリングは実際行われなくて放置されるようなこ

とにリスクはないのかというご意見を大島委員のほうからいただきましたけれども、基本

的にこのモニタリングの状況は、これは苫小牧の実証実験を踏まえて、各地域にデータを 24

時間のベースで提供していくということも、一部については考えていく必要があるだろう

と考えております。海外においても、これは鉱業法の世界とは異なりまして、ＣＣＳについ

てはかなりの情報提供を行うというふうな方針になっておりますので、そうした地域の皆

様の納得の範囲、それから事業の適切な運営、こういった観点からも公表について、その範

囲についてはしっかりと検討してまいりたいと考えてございます。 

 それから、リスクのその期間についても、様々ご指摘をいただいておりますけれども、こ

れは先ほど辻先生のほうから 1,000年のモニタリングの有無について指摘を頂きましたが、

モニタリングについてはシミュレーションをしっかり行って、ＣＯ２の安定性が確認できて、

その確認ができる状態としてのモニタリングと実際シミュレーションと実測しているモニ

タリングのデータが一致した段階で引継ぎができるのではないかということでございます。

こちらはＪＯＧＭＥＣの赤井さんのほうからご説明いただいたとおり、海外ではそういう
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ようなことが一般化されておりまして、イリノイ州で 10年間で、これはモニタリングを中

止することになりますけども、こういうことができたということになっておりますので、こ

ういった国際的な視野、それから、もちろん国内でのリスクというのは国内でもしっかりあ

るということですので、そうした観点を含めて引き続き検討してまいりたいと思います。 

 それからサイトスクリーニング、それから地震との関係、こちらもご意見、今回もたくさ

んいただいたと思います。今回のご説明は、まず、先日の会議の中で長岡の地震の関係と、

それから胆振東部地震の関係についてご説明をいただいたというものでございます。この

中で、そのサイトの中で、特にその地震が発生しやすいところというのはリスクがあるので

はないかということで、澁谷先生からもそのようなご意見をいただいたと思っていますけ

れども、ＪＯＧＭＥＣさんのほうから考え方として示していただいたものは、まずサイトス

クリーニングはしっかりやって、地震のエネルギーがたまっているような場所というのは

避けるということと、それからＣＯ２の漏えいの可能性が起こり得る場所である断層が多い

場所、この２点については必ず下げていくということを取っていかなければならないのだ

というふうに思います。そうした中で、ある程度解決できる問題ではないかと考えてござい

ます。 

 その上で、特に産総研の中尾センター長のほうからも改めてご指摘をいただいておりま

すけれども、今回ＪＣＣＳさんと、それからＲＩＴＥさんの発表の中での重要な点というの

は、恐らく潮汐力をベースにして、それ以下の圧力しかかかっていないという状態であれば、

それは地震を引き起こす可能性というのは非常に低いのではないかということで、これは

地震の関係の学会の先生方のある種の考え方と思いますし、国研としての産総研の見解と

してもそれは一致しているという点が非常に重要であるというふうに私どもとして受け止

めさせていただいているところでございます。こういったことで、どういった形でその客観

的な説明の軸をつくっていくのかということについては、引き続き専門家の皆様のご意見

も踏まえて、私どもとしても検討してまいりたいと思います。 

 それから、地域のご説明については、これは当然、貯留場が設置される場所もあると思い

ますし、それから電気事業連合会さんのお話にあったように、ＣＯ２を分離・回収されるよ

うな場所というのも、当然それはＣＣＳのバリューチェーン全体についての説明が必要に

なってくる範囲で、私どもとしても積極的に説明していく必要があると考えているところ

でございます。苫小牧の実証は国内のみならず、世界的なその先進事例として認識されてい

るという点、非常に重要なご指摘を、これは南坊委員のほうからいただいたと思っておりま

す。やはり地域でのステークホルダーについては、やはり地域の発案の中で、どういった

方々にご説明いただくのかということを柔軟に選んでいただいて、私どもとしてもそこに

しっかりとご説明を届くようにするという考え方というのが一つ、重要ではないかと思っ

ております。ＣＣＳにつきましてはアメリカでも、国内、陸域でもありますし、国内でも陸

域、海域、両方とも検討されるところがありまして、その地域ごとに、サイトごとに特徴が

あるという話もありましたけれども、地域においても、地域ごとに特徴があるのだろうとい
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うふうに考えております。そうした中で柔軟に、声が届かない人が出ないような形で進める

ということが何しろ重要であると思っていますので、私どもとしても地域との協議という

ものをしっかりと進めたいと考えているところでございます。 

 それから、海洋に対するＣＯ２の溶け出すところについての効果というのはどういうこと

なのかということについてご質問いただいております。ご案内かもしれませんけどもＣＯ２

は陸域と海域で１対 50 の比率で 50 のほうで溶けているという状態でありまして、既に海

中には一定の濃度のＣＯ２があるということでございます。これについては、中長期的にい

うとＣＯ２が海の中に溶けていかないと、地球温暖化に逆に大きな影響が出てしまうという

ご意見もありますし、もちろん局地的に一部の箇所においてＣＯ２の濃度が急激に上がると

いうことが仮にあった場合には、これは周辺の生態系に対して、これは生物種によって評価

が異なるというふうに私どもとしても認識をしておりますけれども、影響があり得るとい

うことであると思っています。そういう意味で私ども、苫小牧での実証、これは実際、経産

大臣が海洋汚染等防止法に基づきまして、申請者となって、まさに私どものほうで実務とし

てモニタリングを行っていただいているところなのですけれども、国際的には実証実験の

結果もありますので、そうした内容につきましても次回ご説明できるように準備してまい

りたいと考えているところでございます。 

 それから、リスクコミュニケーションの中で一つ、申し伝え忘れてしまったものがあるの

ですけれども、専門家の先生方のコミュニケーションというのも非常に重要であるという

ふうに考えておりまして、そういう意味では私どもとしてＣＣＳの必要があって、そこの住

民の方々へのご説明というのが必要な場合には、我々ももちろん責任を持って対応したい

というふうに考えておりますけれども、ぜひ、今回ここにご参加をいただいている先生も含

めまして、日本の中の叡智を現場にお届けできるようなことも含めて、併せて考えてまいり

たいと考えております。 

 全てのコメントに対して私どもとしてコメントができているわけではありませんけれど

も、大変貴重なご意見をいただいていると思いますし、また当方の対応で不足の点がござい

ましたら、改めて事務局のほうにいろいろとご意見、ご質問をお寄せいただければというふ

うに思います。 

 以上が私ども、特に保安以外の関係についてのお答えになるかなと思っております。追加

で何かご質問等がございましたら、改めてお受けしたいと思います。ひとまず私からのコメ

ントとしては以上でございます。 

○羽田燃料環境適合利用推進課長 

 事務局でございますが、事務局の石井より追加でコメントはございますでしょうか。 

○石井企画調整官 

 特段ございません。ありがとうございます。 

○羽田燃料環境適合利用推進課長 

 はい、承知しました。 
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 事務局より以上でございます。 

○大橋座長 

 はい、ありがとうございます。 

 もし発表者の方々から何か、委員、オブザーバーのご質問等を受けて、もし何かコメント

等、追加であればいただければと思いますが、どうでしょうか。 

○川端オブザーバー 

 ＪＣＣＳ、川端でございます。自分はオブザーバーのコメントのところで発言をさせてい

ただきましたので、もう結構でございます。 

○大橋座長 

 はい。よろしければあれですが、環境省様に対して幾つかコメントもあったのですが、何

かご感触等をいただくことは可能ですか。 

○環境省 大井水・大気環境局海洋環境課長 

 はい、ありがとうございます。環境省の大井でございます。 

 まず、委員の先生方からも二重規制の排除ということでご指摘をいただきました。先ほど

エネ庁のほうからもご回答がありましたけれども、海洋汚染等防止法、海洋環境の保全とい

う観点からの海底下ＣＣＳに関する規制措置と、それから現在検討されておりますＣＣＳ

事業全般を広く見渡しました措置について、それぞれ目的は違うものではございますけれ

ども、まさにご指摘のとおり、事業者の方々に過度な負担を課すことがないようにというこ

とは全くごもっともでございますので、しっかり私どものほうでも考えていきたいという

ふうに考えてございます。 

 それから、大体のご質問につきましてはもう既にエネ庁のほうからご回答いただいてい

るかと思いますけども、１点だけ、オブザーバーの方からアミン吸収法、対象となりますＣ

Ｏ２の回収法について、その見直しといいますか検討というお声がございました。この点に

つきましては、まさに最新の技術動向を踏まえまして検討していくということで、私ども環

境省の審議会、専門委員会におきましても、スコープの一つに入っているところでございま

すので、ご承知おきいただければと思います。 

 私からは以上です。ありがとうございました。 

○大橋座長 

 はい、ありがとうございます。 

 まず、私も今日、コメントを１点述べさせていただくと、そもそも我が国の、政府全体で

ＧＸの取組が進む中において、ＣＣＳに対して一定の位置づけが求められるようになった

という局面ではないかと思っています。そうした中で、安全性を前提とした上で、事業性が

ある形でＣＣＳを我が国の経済成長なり、雇用の持続的な確保なりというものにつなげて

いく必要があるということが政府として求められるし、また、事業者としてもそういうこと

をぜひお考えいただければということなのだと思っています。そういった意味で本日の議

論というのは大変重要なものだったと思っています。 
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 本日、事務局資料としては資料７というのがあって、これは保安規制に関することですけ

れども、基本的に貯留事業、導管事業についての保安については、ＣＯ２の特性を考慮した

上で、鉱山保安法なり、ガス事業法なりを応用して考えていくことについて、おおむね、ご

同意が得られていたのかなというふうに思っていますので、事務局におかれては、ぜひ、さ

らに検討を深めていただければということだと思います。 

 また、モニタリングに関しても、安全性に留意をしつつ、また、我が国では実証事業をし

っかりやってきたということもありますので、こうしたものもＧＸの取組にしっかり埋め

込んで進めていく形をつくっていくということで事務局からもお話しいただいたと思いま

すし、本日のご発言では、ＩＦＣのパフォーマンススタンダードなど、国際的な基準への適

正化ということも考えられるのではないかというご指摘もあったと思います。 

 国民理解の増進というのも随分たくさんコメントをいただきまして、本日の多分ご発表

は、相当程度専門的なお話で、これはこれで非常に分かりやすかったとは思うものの、多分

用語的には、一般の人にはなじみのない感じが多かったかなという感じもしますので、国民

理解については表現が相当変わるのだろうというような認識でいますけれども、そうした

点も含めて、既にご案内のとおりだとは思っているものの、ぜひそうしたところもしっかり

意を払っていただいて、全体として進めていただければというところだったと思いますし、

また環境省さんからも補完的にこの制度を考えていくのだというお話をいただけたのは大

変有意義だったのではないかと思っています。 

 もし追加で特段のご質問、あるいはコメント等があればいただければと思いますが、どう

でしょうか。 

○大島委員 

 消費生活アドバイザーの大島です。 

 本日、大変ご説明、詳しくいただきまして理解が深まったのですけれども、１点、もう少

し情報をいただけるとありがたいなと思う点は、これまでのところうまくいった例はご説

明いただいているのですけれども、世界でどんな事故があったのかとかという、そういった

ことについても少し情報をいただけると考えを深められるきっかけになるかなと思いまし

た。以上です。 

○大橋座長 

 はい、ありがとうございます。 

 事務局なり、あるいは本日のご発表者の中で、もし現時点で何かご回答として持ち合わせ

ているものがあればいただければと思いますが。 

○薛様 

 ＲＩＴＥの薛です。 

 今のご質問、コメントに対する考えですけど、ＲＩＴＥのほうは、先ほどうちの本庄専務

からも話がありましたが、ＣＣＳ技術事例集を、今、作っておりますので、今年度にＣＣＳ

に関連した事例集が、計８冊が全部出来上がる予定です。実はその中に、先ほど話がありま
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した技術がうまくいった例とうまくいっていない例もありますので、これは経済産業省と

ＮＥＤＯ、それからＲＩＴＥのホームページに全部公開されますので、皆さんダウンロード

して読んでいただけますので、そうすると実際にそのモニタリングするときには、先ほどた

くさん話がありました、やはりその中で、この技術はこういうサイトのこういう条件だから

うまくいったとか、あるいは、こういう条件ではうまくいかないというのが、いろいろ参考

になるかと思います。 

 それからもう一点が、海洋へのＣＯ２の拡散ですけども、ＲＩＴＥのほうで随分前に経産

省の海洋隔離のプロジェクトをやっていますので、その生物影響に関しては既に知見を持

っておりますので、また別の機会があればそれを紹介したいと思います。 

 以上です。 

○大橋座長 

 久本様。 

○久本委員 

 はい、久本でございます。先ほど事故事例についてございましたので、私ども専門機関で

ございますので、もしよろしければ次回、幾つかの事故についてご紹介させていただきたい

と思います。 

○大橋座長 

 はい、ありがとうございます。 

 事務局としてもそうした形でよろしいですか。 

○羽田燃料環境適合利用推進課長 

 はい、コメントありがとうございました。次回、こうしたご提案も踏まえまして検討させ

ていただきます。 

○大橋座長 

 はい、ありがとうございます。 

 ほかにもしあればいただければと思いますが、どうでしょうか。よろしゅうございますか。 

 事務局からも、ぜひ事務局宛てにというお話もありましたので、そうした形でもぜひお知

らせをいただければということだと思います。 

 

３．閉会 

 

○大橋座長 

 それでは、本日はしっかり時間内で終えられたということで、皆様のご協力に感謝を申し

上げます。 

 以上が議題でございまして、以上で議事終了となります。 

 次回は 12月５日の 12時半から 15時ということで、皆様のお時間をお取りしているとい

うことで、取りまとめ案に関してご議論いただくということでございます。詳細は追って事
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務局からのご連絡となりますが、ぜひご予定のほど、お願いできればと思います。 

 それでは、以上で本日は閉会といたしたいと思います。大変早朝からお忙しいところ、活

発な意見交換をさせていただきまして誠にありがとうございました。 


